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研究科長挨拶 

大学院教育学研究科長 

勝野 正章 

 

 学校教育高度化・効果検証センター（Center for Advanced School Education and Evidence-based Research: 

CASEER）は、2006 年に学校臨床総合教育センターを改組して設置した学校教育高度化センターをさらに

2017 年に効果検証部門の整備を行って改組した、教育学研究科附属の研究組織です。当初より、細分化され

たディシプリン（学問分野）の壁を越えた学際的アプローチと、政策提言を視野に入れた、学校教育の現実

的諸課題に関する実践的研究を特徴としており、現在は、効果検証部門（高等教育ユニット、中等教育ユニ

ット）と教育高度化部門（グローバルシティズンシップ・ユニット、グローバル教育ユニット）の 2 部門、

4 ユニットで構成されています。この構成が示すように、教育の改善・高度化を目的とした妥当なエビデン

スの生成とグローバルな視点からの教育諸課題の分析・解明は、近年のCASEER が重点的に取り組んでいる

テーマとなっています。 

 具体的には、「大学教育改革の推進」「高大接続」「STEAM 教育」「D＆I/国際連携」がCASEER の現在の活

動の 4 本柱です。「大学教育改革の推進」では、東京大学が毎年度実施している大学教育の達成度調査の分析

と活用における中心的役割を担い、教育学の専門的知見を活かしたデータサイエンスの遂行によって全学的

な貢献を果たしています。「高大接続」については、教育学部附属中等教育学校の在校生及び卒業生を対象に

したパネル調査を 2016 年から実施しています。この調査結果は、毎年、センター主催のシンポジウムにおい

て報告しており、昨年度は 23 年 12 月 24 日に開催し、264 名の参加がありました。探究的・協働的学習の長

い歴史を有する附属中等教育学校の教育の効果検証は、これからの中等教育の方向性を議論する重要な資源

となっています。また、CASEER は、附属中等教育学校とともに、「STEAM 教育」の推進にも取り組んでい

ます。東京大学の芸術創造連携研究機構（ACUT）と連携し、附属中等教育学校で 2020 年度から実施されて

いるアートクロスロードプロジェクトは、第一線で活躍する芸術家によるワークショップや講演、その集大

成としての芸術祭を通じて、「一流の芸術との交差点」を学校教育のなかに位置づける試みです。CASEER の

活動の 4 本目の柱である「D&I／国際連携」では、ストックホルム大学との欧州研修プログラム、スタンフ

ォード大学との共同レクチャー、ユネスコバンコク事務所との国際ワークショップなどを実施しています。 

さて、本紀要には CASEER の多岐にわたる活動のうち、2023 年度の若手研究者育成プロジェクトに採択

された博士課程院生による研究の成果がワーキングペーパーとして収録されているほか、科学研究費補助金

などの外部資金を得て進めている関連プロジェクトの研究成果が報告されています。このうち若手研究者育

成プロジェクトは、院生が当該年度の全体テーマに関連する研究計画を申請し、審査を経て採択されるもの

で、23 年度は 22 年度から引き続き「教育における多様性と包摂性」がテーマでした。毎年度、特定のコー

スの院生に偏ることなく、意欲的で多様性に富んだ研究プロジェクトが多数提案されており、その研究成果

はそれぞれの博士論文の一部に組み入れられるなど、教育学研究科における若手研究者育成に不可欠な役割
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を担っているのが本プロジェクトです。 

末筆となりましたが、関係各位のますますのご健勝をお祈りするとともに、今後とも、CASEER への変わ

らぬご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
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センター長挨拶 

学校教育高度化・効果検証センター センター長 

北村 友人 

 

本センターの諸事業に日頃よりご理解とご協力を賜りまして、誠にありがとうございます。学校教育高度

化・効果検証センター紀要の第 9 号をお届けいたします。 

 今年度の紀要では、本センターが実施し若手研究者育成プロジェクトに採択された大学院生たちの研究成

果を掲載しています。それらは、「知的選好尺度の妥当性の再検討」（佐々木一洋）、「大学の教育改善活動に

参画する学生の多様性と包摂性－学生参画型 FD 組織を中心に－」（中里祐紀）、「ルワンダの歴史教育とア

イデンティティ－教師の教育実践に焦点をあてて－」（田島夕貴）の 3 本です。例年に較べると掲載した論文

数は少ないのですが、いずれも調査研究のためのデザインやフレームワークを丁寧に作成したうえで、貴重

なデータを収集し、実証的に論じている意欲的な研究ばかりで、大学院生たちが質の高い研究を行っている

ことを示してくれたと思います。 

 必ずしも十分な研究費に恵まれているわけではない大学院生たちにとって、ささやかな金額ではあります

が、本センターの研究助成がそれぞれの研究を進めるうえでの一助になっているのであれば、嬉しく思いま

す。こうした若手研究者育成プロジェクトを長年にわたり継続できているのも、本センターが所属する教育

学研究科の理解と支援があるからです。そうした支援に感謝しつつ、さらにセンターとして多様な資金獲得

の取り組みを行っていくことも重要であると考えます。そのためにも、引き続き、皆さまのご支援ならびに

ご鞭撻を賜りますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 なお、私は 2022 年 4 月から務めてきましたセンター長の職を、2024 年 3 月に任期満了で退任いたしまし

た。2024 年 4 月からは、本田由紀教授がセンター長をお務めになられています。ご専門とされる教育社会学

の分野において学術界をリードする指導的な研究者であり、また、社会的な発信力の高さは、皆さまもご存

知の通りです。本田センター長のリーダーシップのもとで、さらに本センターの諸事業が活発に展開され、

センターがますます発展していくことを、心から楽しみにしております。 
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Abstract 

Identifying what learners find more interesting is crucial for enhancing their intrinsic motivation. The Intellectual 

Preference Scale (IPS) was designated to assess two aspects which people find more interesting in intellectual activities; 

mechanism and flavor. Mechanism preference is a propensity to find comprehending the structure and essence of what 

they are dealing with interesting. Flavor preference is a propensity to find comprehending the episodicity and story of what 

they are dealing with interesting. In this study, the reliability and validity of IPS were investigated. The IPS was 

administered to 619 Japanese adults along with the Systemizing Scale, Social Curiosity Scale, and Epistemic Curiosity 

Scale. The cross validity of the factor structure of the IPS was confirmed through confirmatory factor analysis. We also 

confirmed convergent and divergent validities through correlations with the Systemizing Scale and Social Curiosity Scale. 

Furthermore, mechanism preference is distinguished from specific curiosity through correlations with the Epistemic 

Curiosity Scale. These findings indicates that the IPS can be used as a tool for understanding in which aspects the learner 

are more interested. Instructions that are customised to suit an individual's intellectual preferences may increase their 

intrinsic motivation. 

Keywords：intellectual preference, epistemic curiosity, individual interest, mechanism preference, flavor preference 
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知的選好尺度の妥当性の再検討 
 

1  問題と目的 

学習において，内容に面白さを見出して取り組

むことは，自己目的的な学習の生起・維持過程 

(鹿毛，1995) である内発的動機づけの典型的な

例である。内発的動機づけが高いことは，それ自

体望ましいというだけでなく，学習のパフォーマ

ンスの質を向上させたり (Cerasoli et al. 2014)，有

効な学習方略の使用を促す (堀野・市川, 1997) 

などの効果があることが明らかになっている。 

内容に面白さを見出すと一口に言っても，何を

面白いと思うかの好みは多様である。教科の好き

嫌いといった領域による違いだけでなく，同じ教

科でもどのような側面に面白さを見出すかは人

によって異なる。例えば，歴史という教科におい

て，なぜその出来事が起きたかという因果関係に

面白さを見出す人もいれば，人物のエピソードや

その物語性に面白さを見出す人もいる。こうした

好みは，内容の物語性にとりわけ面白さを見出す

という点で，教科，あるいは学習という領域を超

えて，他の知的活動にも共通する特性である可能

性がある。このような，内容のどのような側面に

より面白さを見出すかの個人差を知的選好と呼

ぶ。知的選好を捉えることができれば，その好み

に準じた方法によって，学習内容により面白さを

見出しやすくすることができると考えられる。 

この知的選好を捉える枠組みを提案した研究

として，佐々木・清河 (2021) の行ったメカニズ

ム選好とフレーバー選好の研究がある。メカニズ

ム選好とは，対象の構造や本質を捉えようとし，

出来事の因果関係を重視し，より抽象的な形で理

解することを好む傾向である。フレーバー選好と

は，対象のエピソード性や物語性，背景を捉えよ

うとし，表現の豊かさを重視し，より具体的な形

で理解することを好む傾向である。佐々木・清河 

(2021) は，カードゲーム Magic: the Gathering の

開発陣が用いている顧客分析のモデルをもとに，

これら 2 つの知的選好がゲームに限らず他の知

的活動でも共通するものであると想定し，ゲーム

や学習の好みについてインタビューを行った。そ

の結果，これらの知的選好がゲームだけでなく学

習においても共通している可能性が示唆された。 

メカニズム選好とフレーバー選好の 2 つの知

的選好を捉える尺度として，佐々木・清河 (2023) 

は知的選好尺度を作成し，日本の成人 399 名を

対象とした調査を実施した。その結果，探索的因

子分析によってメカニズム選好とフレーバー選

好の 2 因子構造が得られた (表 1)。また，佐々

木・清河 (2023) は知的選好尺度の構成概念妥当

性を検討するため，システム化尺度 (桃木・中谷，

2016) ，対人的好奇心尺度 (西川, 2016) との相関

分析も行った。その結果，システム化がメカニズ

ム選好と正の相関を示し，フレーバー選好と相関

を示さなかったことから，2 つの知的選好は弁別

された。しかし，フレーバー選好とより強い正の

相関関係を持つと予想された対人的好奇心が両

選好と同程度の正の相関を示すなど，仮説に反す

る結果もあった。よって，関連尺度による構成概

念妥当性の検討は未だ不十分であるといえる。ま

た，他のサンプルによる交差妥当性の検討も行わ

れていない。 

本研究の目的は，佐々木・清河 (2023) の開発

した知的選好尺度の妥当性を検討することであ

る。具体的には，佐々木・清河 (2023) と異なる

サンプルを用いた確認的因子分析によって，交差
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表 1 知的選好尺度の探索的因子分析の結果 (N = 399) （佐々木・清河, 2023 をもとに作成） 

項目 
因子負荷量 

M(SD) 
1 2 

第 1 因子：メカニズム選好 (𝜶𝜶 = .86)    

物事の仕組みを考えているのが好きだ .90 -.16 3.59 (0.98) 

物事の構造を理解したいと思う .89 -.13 3.85 (0.91) 

物事の本質について考えることが好きだ .75 .01 3.82 (0.92) 

なぜその出来事が起きたかを考えるのが好きだ .66 .05 3.85 (0.85) 

何かについて知るとき,それを構成する要素に分けて理解したいと思う .59 .03 3.39 (0.95) 

何かを学ぶとき,具体例だけでは物足りなく感じる .56 -.07 3.19 (0.93) 

創作物を楽しむ時に,作品を分析して楽しむ .53 .05 3.24 (0.95) 

何かを知る時に,その本質となる部分に絞って理解したいと思う .48 .00 3.54 (0.86) 

第 2 因子：フレーバー選好 (𝜶𝜶 = .82)    

文章において，より表現が豊かなものを好む -.09 .71 3.77 (0.83) 

出来事について教わるとき，物語性のある説明の方が好みだ -.20 .68 3.85 (0.77) 

人物について知るとき，象徴的なエピソードがあると面白いと感じる -.08 .63 4.01 (0.69) 

創作物を楽しむ時に，表現の豊かさを重視している -.05 .63 3.65 (0.77) 

身近なものにまつわるエピソードを知りたいと思う -.01 .60 3.71 (0.90) 

創作物を楽しむ時に，全体の雰囲気を感じることを重視する -.06 .48 3.82 (0.68) 

人物について知るとき，その人にどんな物語があったか考えることを

好む 
.20 .48 3.66 (0.88) 

人物について知るとき，その人のバックグラウンドも知りたいと感じ

る 
.10 .46 3.87 (0.85) 

何かを学ぶとき，具体例をたくさん知りたいと思う .18 .46 3.98 (0.67) 

自分の好きなものについて説明するとき，具体的に好きなところを挙

げて説明する 
.10 .43 3.76 (0.73) 

注）佐々木・清河 (2023) では 22 の項目を探索的因子分析の対象としたが，そのうち因子負荷が.40 よ

り小さい 4 項目については表より除外した。  

 

妥当性を検討する。また，システム化尺度 (桃木・

中谷，2016)，対人的好奇心尺度 (西川, 2016) と

の相関によって，2 つの選好の収束的妥当性と弁

別的妥当性を検討する。さらに，知的好奇心尺度 

(西川・雨宮, 2015) との相関によって，知的選好

と知的好奇心の関連について検討する。以下では
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関連尺度の概要と仮説について述べる。 

 

1.1  システム化 

システム化は，対象物のメカニズムやシステム

を分析し，その働きを規定する基本的な規則性を

解明する働きである (桃木・中谷, 2016)。この働

きが強い人は，対象物のメカニズムにより興味を

示し，また規則化のために因果関係を重視する傾

向にあると考えられる。よってシステム化が高い

ほど，メカニズム選好も高いと考えられる。これ

に対し，フレーバー選好において好まれる物語性

やエピソード性，表現の豊かさは，システム化の

働きと直接関係はないと考えられる。よって予測

は以下の通りとなる。 

予測 1 メカニズム選好とシステム化は正の

相関を持つ。 

予測 2 システム化はフレーバー選好よりも

メカニズム選好と強く相関する。 

 

1.2  対人的好奇心 

対人的好奇心は，対人情報の探索を動機づける

好奇心であり，その対人情報の領域によって感情

に対する好奇心，秘密に対する好奇心，属性に対

する好奇心に分けられる (西川, 2016)。こうした

情報を知ることはその人物が関わる出来事など

の物語性の理解に重要な役割を果たすと考えら

れ，いずれもフレーバー選好と相関すると考えら

れる。また，感情に対する好奇心については，人

の行動の因果関係を説明するためにその人物の

感情の理解が重要となることから，メカニズム選

好とも正の相関を持つことが予測される (佐々

木・清河, 2023)。一方，人物の秘密や属性は，そ

の人の行動と関係することはあっても，その行動

メカニズムや因果関係を理解することに必ずし

も役立たない。したがって秘密・属性に対する好

奇心は，メカニズム選好と相関するとしても，フ

レーバー選好ほど強くは相関しないと考えられ

る。よって予測は以下の通りとなる。 

予測 3 フレーバー選好と対人的好奇心は正

の相関を持つ。 

予測 4 メカニズム選好と感情に対する好奇

心は正の相関を持つ 

予測 5 秘密・属性に対する好奇心は，フレー

バー選好よりもメカニズム選好と強く相関する。 

 

1.3  知的好奇心 

知的好奇心は，知的活動を動機づける好奇心で

あり，知的好奇心は拡散的好奇心と特殊的好奇心

からなる (Berlyne, 1960)。拡散的好奇心は新奇な

情報や知識を求めて方向性を定めず探索行動を

行うことを動機づけ，特殊的好奇心は矛盾や情報

の不整合に対して，方向性を定めて探索行動を行

うことを動機づける(西川・雨宮, 2015)。 

知的活動において内容に面白さを見出すとい

うことは，探索行動によって得られる報酬もより

多くなるため，メカニズム選好もフレーバー選好

も知的好奇心と正の相関を持つと考えられる。し

かし，拡散的好奇心と特殊的好奇心のどちらとよ

り強く相関するかには，選好間で差がある可能性

がある。メカニズム選好が高いと，ある対象や出

来事について知ったとき，その構造や因果関係を

理解できない場合に，より詳しく知ろうとして特

殊的好奇心がより強く働くと考えられる。一方，

フレーバー選好において好まれる表現の豊かさ

をより感じやすくなるためには，多様な表現に触

れることが重要となるため，フレーバー選好が高

いと拡散的好奇心が強く働くと考えられる。以上

のことから，予測は以下のとおりである。 

予測 6 メカニズム選好，フレーバー選好は知

的好奇心全体と正の相関を持つ。 
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予測 7 メカニズム選好は拡散的好奇心より

も特殊的好奇心と強く相関する。 

予測 8 フレーバー選好は特殊的好奇心より

も拡散的好奇心と強く相関する。 

 

2  方法 

本研究は，著者の所属機関に設置されている倫

理委員会の承認を得た。 

 

2.1  調査対象 

18 歳以上の日本人 685 人が参加し，全ての項

目に回答した 619 人 (男性 288 人，女性 319 人，

ノンバイナリ 12 人，平均年齢 28.96 歳，SD = 7.15) 

を分析の対象とした。参加者は機縁法および

https://www.jikken-baito.com への掲載によって募

集した。調査の前に目的，内容，およびプライバ

シー保護など倫理的配慮についてが示され，同意

した者のみを対象とした。全ての項目に回答した

参加者には，謝礼として Amazon ギフト 300 円が

支払われた。 

 

2.1.1  知的選好尺度 

佐々木・清河 (2023)の作成した知的選好尺度

を用いた。この尺度はメカニズム選好 8 項目，フ

レーバー選好 10 項目の 2 つの下位尺度から構成

されている。 

 

2.1.2  システム化尺度 

桃木・中谷 (2016) のシステム化尺度を利用し

た。この尺度は，「メカニズムへの関心」8 項目，

「規則化・法則化への興味」5 項目，「空間の構

造化」3 項目の 3 つの下位尺度から構成されてい

る。これらの項目のうち，「メカニズムへの関心」

の項目である「ステレオを買う場合にはその技術

的な性能などを正確に知りたいと思う」のみ，昨

今ステレオを購入する機会のない人が増えてい

ることが想定されたため，「ステレオ」を「スピ

ーカー」に改めた。 

 

2.1.3  対人的好奇心尺度 

西川 (2016) の対人的好奇心尺度を利用した。

この尺度は，「感情に対する好奇心」5 項目，「秘

密に対する好奇心」5 項目，「属性に対する好奇

心」5項目の 3つの下位尺度から構成されている。 

 

2.1.4  知的好奇心尺度 

西川・雨宮 (2015) の知的好奇心尺度を利用し

た。この尺度は，「拡散的好奇心」6 項目，「秘密

に対する好奇心」6 項目の 2 つの下位尺度から構

成されている。 

 

2.2  手続き 

佐々木・清河(2023)と同様に，Qualtrics により

プログラムを作成し，オンラインで実施した。所

要時間の目安は約 15 分とした。研究の目的，内

容，およびプライバシー保護など倫理的配慮に関

する説明が画面に表示され，同意した者のみが回

答を行った。また，任意のタイミングで回答を中

断することが可能であった。 

参加者は，まず知的選好尺度に回答した。次に，

システム化尺度，対人的好奇心尺度，知的好奇心

尺度の 3 つの尺度に回答した。3 つの尺度の回答

順序は無作為とした。最後に，デモグラフィック

変数として，性別，年齢，所属する教育機関を回

答した。 

全ての尺度において，教示文は「次の記述が自

分にどの程度あてはまると思いますか。以下の 5

つの選択肢から 1 つ選んでください。」とし，回

答方式は「1: まったくあてはまらない」「2: あま

りあてはまらない」「3: どちらともいえない」「4: 
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ややあてはまる」「5: とてもよくあてはまる」の

5 件法とした。各尺度内で，項目は無作為な順番

で提示された。 

 

3  結果 

まず，知的選好尺度の因子構造の妥当性を確認

するため，確認的因子分析を行った。その後，他

の尺度について，下位尺度のα係数を算出したう

えで確認的因子分析を行った。最後に，それらの

尺度と知的選好尺度の相関係数を算出し，選好間

で相関係数の差の検定を行った。 

 

3.1  知的選好尺度 

知的選好尺度に対し，確認的因子分析を行った。

適合度指標は，χ2(134) = 404.51，CFI = .912，

RMSEA = .057，90%CI [.051 .064] であった。各

項目の因子負荷は表 2 のとおりとなった。因子

間の相関係数は.38 であった。 

 

3.2  システム化尺度との相関 

まず，システム化尺度の下位尺度の α 係数を

算出し，確認的因子分析を実施した。「メカニズ

ムへの関心」が α = .78，「規則化・法則化への興

味」が α = .74，「空間の構造化」が α = .78 であっ

た。適合度指標は，χ2(101) = 624.59， CFI = .812，

RMSEA = .092，90%CI [.085 .098] であった。 

次に知的選好尺度との相関係数を算出した(表 

3)。システム化尺度の各下位尺度および合計得点

は，メカニズム選好と有意な正の相関を示した。

これは，予測 1 に合致する結果であった。「規則

化・法則化への興味」はフレーバー選好とも有意

な正の相関にあったが，メカニズム選好との相関

がより強かった (t(617) = 3.73, p < .001)。これは

予測 2 に合致する結果であった。 

 

3.3  対人的好奇心尺度との相関 

まず，対人的好奇心尺度の各下位尺度の α 係

数を算出し，確認的因子分析を実施した。「感情

に対する好奇心」が α = .87，「秘密に対する好奇

心」が α = .86，「属性に対する好奇心」が α = .77

であった。適合度指標は χ2(87) = 163.86，CFI 

= .981，RMSEA = .038，90%CI [.029 .047]であっ

た。 

次に知的選好尺度との相関係数を算出した(表

2)。対人的好奇心尺度の各下位尺度と合計得点は

フレーバー選好と有意な正の相関を示し，これは

予測 3 に合致する結果であった。また，メカニズ

ム選好と感情に対する好奇心も有意な正の相関

を示し，これは予測 4 に合致する結果であった。

属性に対する好奇心，対人的好奇心全体もメカニ

ズム選好と正の相関を示したが，いずれもフレー

バー選好との相関の方が有意に強かった (感情

に対する好奇心, t(617) = 5.29, p < .001；属性に対

する好奇心, t(617) =6.31 , p < .001；全体, t(617) = 

7.05, p < .001)。これは予測 5 に合致する結果であ

った。 

 

3.4  知的好奇心尺度との相関 

まず，各下位尺度の α 係数を算出し，確認的因

子分析を実施した。「拡散的好奇心」が α = .85，

「特殊的好奇心」が α = .83 であった。また，適

合度指標は χ2(53) = 156.75，CFI = .962，RMSEA 

= .056，90%CI [.046 .067]であった。 
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表 2 知的選好尺度の確認的因子分析の結果 (N = 619) 

項目 
因子負荷量 

M(SD) 
1 2 

第 1 因子：メカニズム選好 (𝜶𝜶 = .82)    

物事の構造を理解したいと思う .84 -.06 3.97(0.99) 

物事の仕組みを考えているのが好きだ .80 -.08 3.87(1.07) 

物事の本質について考えることが好きだ .77 -.02 3.92(1.01) 

何かについて知るときに、それを構成する要素に分けて 

理解したいと思う 
.63 -.01 3.74(1.03) 

なぜその出来事が起きたかを考えるのが好きだ .63 .11 4.10(0.97) 

何かを知る時に、その本質となる部分に絞って理解したいと思う .50 -.02 3.48(1.13) 

何かを学ぶとき、具体例だけでは物足りなく感じる .46 -.06 3.35(1.11) 

創作物を楽しむ時に、作品を分析して楽しむ .31 .17 3.38(1.20) 

第 2 因子：フレーバー選好 (𝜶𝜶 = .81)    

人物について知るとき、その人にどんな物語があったか考える 

ことを好む 
-.10 .70 3.71(1.14) 

出来事について教わるとき、物語性のある説明の方が好みだ -.15 .69 3.75(1.16) 

人物について知るとき、その人のバックグラウンドも知りたいと 

感じる 
.00 .62 4.02(1.03) 

人物について知るとき、象徴的なエピソードがあると面白いと感じる .00 .58 4.09(1.01) 

文章において、より表現が豊かなものを好む -.07 .56 3.73(1.09) 

創作物を楽しむ時に、表現の豊かさを重視している -.02 .55 3.67(1.06) 

身近なものにまつわるエピソードを知りたいと思う .07 .48 3.92(1.01) 

創作物を楽しむ時に、全体の雰囲気を感じることを重視する .03 .45 3.80(0.97) 

自分の好きなものについて説明するとき、具体的に好きなところを 

挙げて説明する 
.14 .41 3.68(1.08) 

何かを学ぶとき、具体例をたくさん知りたいと思う .09 .38 3.96(0.94) 
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表 3 知的選好尺度の各因子と，システム化尺度および対人的好奇心尺度との相関 

(a) 佐々木・清河 (2023) より引用 (N = 399) 

 

(b) 本調査 (N = 619) 

 

メカニズム
への関心

規則化・法則化
への興味

空間の　　構
造化

全体
感情に

対する
好奇心

秘密に
対する
好奇心

属性に
対する
好奇心

全体

メカニズム選好 .39** .45** .15** .44** .29** .14** .29** .26**

フレーバー選好        .03 .16**      -.03   .06 .16** .15** .19** .19**

システム化尺度 対人的好奇心尺度

*p  < .05,**p  < .01

メカニズム
への関心

規則化・法則化
への興味

空間の　　構
造化

全体
感情に

対する
好奇心

秘密に
対する
好奇心

属性に
対する
好奇心

全体

メカニズム選好 .32** .30** .15** .37** .17** -.02    .15** .12**

フレーバー選好        -.04 .14**      -.08      .01 .39** .21** .41** .41**

システム化尺度 対人的好奇心尺度

*p  < .05,**p  < .01

 

 

知的好奇心尺度の各下位尺度と合計得点は，両

選好と正の相関関係にあった (表 4)。これは予測

6 に合致する結果であった。メカニズム選好は特

殊的好奇心との相関が有意に強く (t(617) =3.35 , 

p < .001)，フレーバー選好は拡散的好奇心との相

関が有意に強かった (t(617) =3.35 , p < .001)。こ

れらは予測 7，予測 8 に合致する結果であった。 

 

表 4 知的選好尺度と知的好奇心尺度の相関 

  
拡散的 

好奇心 

特殊的 

好奇心 
全体 

メカニズム選好 .48** .59** .62** 

フレーバー選好 .36** .23** .34** 

  
4  考察 

本研究の目的は知的選好尺度の妥当性を検討

することである。確認的因子分析の結果，メカニ

ズム選好，フレーバー選好の 2 因子のモデルは

十分な適合度を示した。佐々木・清河 (2023) の

調査では参加者の平均年齢が約 45 歳であったの

に対し，本調査では参加者の平均年齢が約 29 歳

であり，より若年層のサンプルにおいても同様の

因子構造が得られることが明らかになった。また

各選好と，システム化尺度，対人的好奇心尺度，

知的好奇心尺度との相関は，予測に合致するもの

であり，本尺度が構成概念妥当性を有することを

支持する結果となった。特に，予測 1，予測 3，

予測 4，予測 6 では，各選好が予測した正の相関

を示したことから。収束的妥当性を有することが

支持された。予測 2,予測 5,予測 7,予測 8 では，ど

ちらの選好とより強く相関するかが予測に則し

たことから，弁別的妥当性を有することが支持さ

れた。 

以下では，まず佐々木・清河 (2023) の結果と

異なる点とその原因について考察する。その後に，

知的好奇心との相関から示唆されること，および

今後の展望を述べる。 
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4.1  対人的好奇心とフレーバー選好の関連 

本研究では，対人的好奇心尺度は仮説通りメカ

ニズム選好よりフレーバー選好と強く相関し，

佐々木・清河 (2023) と異なる結果となった。2 つ

の調査で結果が異なるのは，フレーバー選好が高

い人にも，ヒトへの興味が高い人と低い人が両方

いて，その分布が異なったためと考えることがで

きる。フレーバー選好が対人的好奇心と正の相関

を持つと考えられるのは，他者の感情や秘密や背

景を知ることが，物語性やエピソード性を感じる

うえで重要であると考えられるためであった。一

方，フレーバー選好において好まれる他の要素で

ある表現の豊かさについては，対象として創作物

などのモノが想定され，対象がヒトである場合に

考え難い要素である。つまり，同じフレーバー選

好であってもモノにより興味を示すかヒトによ

り興味を示すかによって，どの項目により肯定的

回答をするかが異なる可能性がある。本研究と

佐々木・清河 (2023) の因子分析の結果 (表 1，

表 2) を比較すると，本研究の結果の方がフレー

バー選好の「人物について知るとき」を含む項目

の因子負荷がより高く，代わりに「表現の豊かさ」

を含む項目の因子負荷はより低くなっている。こ

のことから，佐々木・清河 (2023) の調査では，

本調査と比較してフレーバー選好が高い人にお

けるヒトへの興味がより低い傾向にあったと考

えることができる。モノとヒトどちらにより興味

を示すかの一般的傾向があることは，職業興味の

モデルの中で指摘されている(Prediger, 1982)。モ

ノ・ヒトへの興味によって知的選好尺度の項目ご

との回答傾向が変化する可能性は今後検討する

必要がある。 

 

4.2  知的選好と知的好奇心の関連 

知的好奇心尺度は，予測 6 の通り，下位尺度も

含め両選好と正の相関を示した (表 4)。また予測

7，予測 8 の通り，メカニズム選好は拡散的好奇

心よりも特殊的好奇心とより強い正の相関を示

し，フレーバー選好は特殊的好奇心よりも拡散的

好奇心とより強い正の相関を示した。このことか

ら，内容により面白さを見出しやすいほど知的好

奇心が高いというだけでなく，感じる面白さの違

いによってどのような好奇心が高いかも異なる

ことが明らかになった。 

このような相関が見られるのは，内容のどのよ

うな側面に面白さを見出すかである知的選好の

差異が，どのような好奇心を発達させるかに影響

を与えた結果であると考えることができる。

Murayama (2022) は好奇心と興味の研究を概観

し，これらの機序を報酬系のモデルによって統合

的に説明した。このモデルでは，内発的動機づけ

においては，情報探索行動で得られる知識が単に

報酬となるだけでなく，その後にどのような情報

を求めて情報探索行動を行うかにも影響を与え

るとし，その繰り返しによって個人の特性として

の興味や好奇心が養われるとしている。このモデ

ルを踏まえると，知的選好は対象からどのような

情報を得られることが報酬になっているかに対

応するため，その後の情報探索行動，ひいてはど

のような興味や好奇心を発達させるかに影響す

ると考えらえる。具体的には，対象の構造や因果

関係の理解が報酬となるメカニズム選好におい

ては，部分的に既知である対象に対してより方向

づけられた探索行動を行おうとする特殊的好奇

心が高まりやすいと考えられる。また，物語性や

表現の豊かさが報酬となるフレーバー選好にお

いては，より新奇な情報を求める拡散的好奇心が

高まりやすいと考えられる。 

このように，知的活動において対象からどのよ

うな情報が得られることが報酬となっているか
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は知的選好によって捉えることができると考え

られる。この違いによって好奇心や興味の発達の

個人差が説明できる可能性がある。知的選好が実

際に好奇心や興味の発達に影響を及ぼすかを明

らかにするためには，今後縦断的な研究を行って

いくことが必要となる。 

さらに，知的選好に合致した情報の提示の仕方

によって，特定の内容に好奇心や興味を抱きやす

くなると考えられる。このことは，学習の内発的

動機づけを高めるうえで有用である。そのために，

学習者の知的選好に即した教授方法の開発が望

まれる。 

 
引用文献 
Berlyne, D. E. (1960). Conflict, arousal, and curiosity. 

McGraw-Hill. 

Cerasoli, C.P., Nicklin, J.M., & Ford, M.T. (2014). 

Intrinsic motivation and extrinsic incentives 

jointly predict performance: A 40-year meta-

analysis. Psychological Bulletin, 140(4), 980-

1008. https://doi.org/10.1037/a0035661 

堀野 緑・市川 伸一 (1997). 高校生の英語学習に

おける学習動機と学習方略 教育心理学研

究 , 45(2), 140 – 147. 

https://doi.org/10.5926/jjep1953.45.2_140 

鹿毛 雅治 (1995). 内発的動機づけと学習意欲の

発 達  心 理 学 評 論 , 38(2), 146 – 170. 

https://doi.org/10.24602/sjpr.38.2_146 

桃木 芳枝・中谷 素之 (2016). 共感–システム化

を媒介とした性役割意識のメンタルヘルス

への影響 パーソナリティ研究, 25(2), 101–

111. https://doi.org/10.2132/personality.25.101 

Murayama, K. (2022). A reward-learning framework 

of knowledge acquisition: An integrated account 

of curiosity, interest, and intrinsic–extrinsic 

rewards. Psychological Review, 129(1), 175–198. 

https://doi.org/10.1037/rev0000349 

西川 一二 (2016). 個人特性としての好奇心の領

域とタイプについて――知的好奇心と対人

的好奇心――  関西大学大学院博士論文. 

https://doi.org/10.32286/00000224 

西川 一二・雨宮 俊彦 (2015). 知的好奇心尺度の

作成――拡散的好奇心と特殊的好奇心――  

教 育 心 理 学 研 究 , 63, 412-425. 

https://doi.org/10.5926/jjep.63.412 

Prediger, D．  J． (1982) Dimensions underlying 

Holland's hexagon: Missing link between 

interests and occupations?, Journal of Vocational 

Behavior, 21(3), 259-287. 

https://doi.org/10.1016/0001-8791(82)90036-7 

佐々木 一洋・清河 幸子 (2021). 趣味と学習にお

ける知的選好の関連 : Magic: The Gathering

プレイヤーを対象とした検討 ヒューマン

インタフェース学会研究報告集，23，27–32. 

佐々木 一洋・清河 幸子 (2023). 知的活動におい

て感じる面白さの個人差――知的選好尺度

の開発―― 日本認知科学会第 40 回大会 

(はこだて未来大学, 2023 年 9 月 9 日).発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2023 年度若手研究者育成プロジェクト採択者ワーキングペーパー 

16 

 

 

 

大学の教育改善活動に参画する学生の多様性と包摂性 

－学生参画型 FD 組織を中心に－ 
 

中里 祐紀（東京大学） 

 

 

 

Diversity and Inclusion of Students Involved in University Instructional Improvement 
Initiatives: 

Focusing on Student-Engaged FD Organizations 

 

Yuki Nakazato  

The University of Tokyo 

 

 

Author’s Note 

Yuki Nakazato is a Ph.D. student, Graduate School of Education, The University of Tokyo 

 

This research was supported by a grant, Young Scholar Training Program from Center for Advanced School Education 

and Evidence-Based Research (CASEER), Graduate School of Education, The University of Tokyo 



2023 年度若手研究者育成プロジェクト採択者ワーキングペーパー 

17 

Abstract 

This study focuses on the diversity of students involved in student-engaged organizations by adopting a qualitative research 

method through an interview survey. The study is intended to clarify how a student-engaged organization that includes 

students who have diverse views about the improvement of university instruction may affect each participating student and 

what significance this may have for the organization’s own development. In particular, this study considers the case of a 

student-engaged faculty development (FD) organization at Okayama University. 

In this study, we interviewed 15 students with experience participating in the student-engaged FD organization. Our study 

assumed that three types of students are involved in student-engaged organizations: (A) those interested in the improvement 

of university instruction, (B) those who are interested in the improvement of university instruction to some degree but for 

whom this issue is not a high priority in their life as students, and (C) those who have little interest in the issue and are not 

eager to proactively engage in such initiatives. 

The results led to the following findings: (1) the group of participating students was characterized by both diversity and 

commonality; (2) despite not receiving much attention in the past, type-B and type-C students still play an important role 

in the organization; (3) while ensuring the diversity of participating students would have many benefits, it might also lead 

to problems that are difficult to resolve. To solve such problems, it is key to have the support and involvement of the faculty 

and staff who operate the organization. 

Keywords：Student Engagement, Faculty Development, Diversity and Inclusion,Quality Assurance  

 



2023 年度若手研究者育成プロジェクト採択者ワーキングペーパー 

18 

大学の教育改善活動に参画する学生の多様性と包摂性 
―学生参画型 FD組織を中心に― 

 

1  はじめに 

近年,日本の大学運営における学生参画は,授

業改善にとどまらず,質保証やサスティナブル推

進,学生副学長や学生評議員制度など,参画分野

が拡大している。また,2022 年度から日本高等教

育評価機構,2023 年度から大学基準協会が質保

証への学生参画に関する調査研究を実施してい

ることを踏まえると,近い将来,機関別認証評価

でも学生参画の取組みが問われる可能性もある。

したがって,今後は大学教育に強い関心を持つ学

生以外の学生を含む多様な学生が大学の設置す

る学生参画型の組織で活動する可能性があるが,

先行研究では参画する学生の多様性や包摂性に

ついて正面から取上げられることはほとんどな

かった。 

この点は,単に学生参画や学生参画型 FD に関

する先行研究の蓄積が十分ではないことだけに

起因するのではない。例えば,参画学生に関する

木野(2012)の「公募による学生の方が選抜による

学生よりも意識が高いことは明らかである」とい

う主張や,田中(2022)が取上げた「真面目に勉学

に励んできた成績優秀者の意見は傾聴に値する

ので,教育面で改善すべき点を素直に指摘してほ

しい」という発言の背後には,参画する学生は誰

でも良いのではなく,「大学教育に関心を持つ学

生」「成績優秀な学生」あるいは「他の学生の模

範となる学生」などの要件が前提とされていると

考えられる。 

しかしながら,管見の限り,大学教育にあまり

関心がない学生を含む多様な学生が参画するこ

とで組織に悪影響が生じることは必ずしも実証

されていない。また,彼らが参画する動機や活動

実態に焦点が当てられることはほとんどなく,教

育改善に強い関心を持つ学生との比較からネガ

ティブな評価を与えられてきた。ただし,少数の

有志の学生のみで構成された組織については,一

般学生との遊離を招くとの批判（橋本 2015）も

ある。 

また,前田(2015)が 2 大学の学生計 749 名に対

して学生が FD に参画することについて意識調

査を行った結果では,ほとんどの項目で過半数の

学生が肯定的な回答をしており,学生が FD に参

画することに意義を認める学生が相当数存在し

ていることを明らかにしている。この研究を踏ま

えると,FD に学生が参画することに対する意義

を認めることと実際に参画して活動を行うこと

の間には高いハードルが存在することが窺える。 

そこで本稿では,学生参画型組織における参画

学生の多様性に着目し,インタビュー調査による

質的研究を行うことで,大学教育の改善に対して

多様な考えを持つ学生を包摂した学生参画型組

織が,参画する学生それぞれにどのような影響を

与え,それが組織の発展にどのような意義を持つ

のかを明らかにする。 

 

2  先行研究 

本稿で取上げる学生参画型 FD は比較的先行

研究が蓄積されており,中里(2023)で整理が行わ

れている。学生参画型 FD については,これまで

清水・橋本・松本(2009),清水・橋本(2012；2013),

木野(2012;2015),木野・梅村(2013)等の当事者に

よる実践報告がまとめられ,FD への学生参画に
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ついての現状把握と実践上の課題を整理した研

究（服部 2012）,既に活動を終えた大学の事例分

析を通して盛衰の要素や共通特性の把握を試み

た服部(2013a；2013b)等実践報告にとどまらな

い研究も行われてきた。当事者以外の立場からは，

沖(2013)による学生参画型 FD の概念整理や今

後のあり方を検討した研究,田中(2018)による質

保証の観点から学生参画型 FD について言及さ

れた研究も存在する。 

しかしながら,実践報告を超えた事例研究は十

分ではなく,当事者が経験した時期にとどまらな

い活動期間全体を総合的に分析した事例研究,活

動の有効性に関する研究,活動が大学内外の者に

どのような影響を与えたのか等の研究はほとん

ど行われていなかった。当事者が記述した実践報

告は,広報的な性格を有することも多く,その実

態を批判的に分析することが必要であるが,当事

者以外の研究者による分析手法が確立されてお

らず,その後の学生参画の議論はこれらの実践報

告を下敷きにせざるを得ない状況があった。 

本稿で取上げる岡山大学の学生参画型 FD 組

織については,法人文書の開示請求により一次資

料を入手し,その分析を行う手法による活動期間

全体を視野に入れた総合的な分析が行われてい

る。具体的には,活動全体の通史（中里 2022a）,

活動の有効性（中里 2022b）,学生参画型 FD に

関する研究上の課題（中里 2023）,学生参画型 FD

活動の学内外への波及効果（中里 2024）等が明

らかにされているが,依然として参画する学生視

点に立った研究はほとんど行われておらず,学生

参画であるにもかかわらず学生研究が不十分と

いう状況は未だ改善されていない。本研究はその

課題を乗り越えるための研究と位置づけられる。 

なお,本稿では学生参画型 FD の定義について,

「FD の推進にあたり学生の視点を活かすこと

を目的として設置された組織において，学生と教

職員が相互の立場を尊重しつつ行う教育改善活

動」（中里 2022b）を採用する。 

 

3  本稿で取上げる事例の概要 

本稿で取上げる岡山大学の学生参画型 FD 組

織は,2001 年に「学生・教職員 FD 検討会」とい

う名称で設置された公的な委員会で,その後「学

生・教職員教育改善委員会」「学生・教職員教育

改善専門委員会」「学生・教職員教育改善部会」

と名称変更が行われ2020年に部会が廃止される

までの約 20 年にわたり活動した組織である(1)。

通史や具体的な活動内容,有効性や効果等につい

ては,岡山大学(2009),中里(2022a；2022b；2023；

2024)に詳しい。 

本稿の分析との関連で重要となるのは,学生委

員の選出システムである。この組織で活動する学

生委員は,各学部の責任の下,推薦された学生を

中心に構成されていた。各学部の学生委員選出方

法は多様であり,特に立候補者がいない場合には,

学生が仕方なく引受けたケースやくじ引き等で

選ばれるケースも存在する。これらの学生は有志

の学生のみで構成された組織では参画していな

かったと考えられる学生であり,中里(2022b)が

指摘したように参画学生の多様性が確保された

組織であった。したがって,参画経験を有する学

生に対してインタビュー調査を実施してその実

態を確認することで,学生参画型組織における参

画学生の多様性が組織運営に与えた影響を明ら

かにすることができる。 

 

4  研究の枠組み 

4.1  リサーチクエスチョン 

本研究のリサーチクエスチョンは,次の(1)(2)

である。 
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(1) 学生参画型 FD 組織において,教育改善活動

に対してそれほど意欲が高くない参画学生が果

たす役割とは何か。 

本研究で分析対象とする岡山大学の学生参画

型 FD 組織は,大学の公的な委員会であり参画す

る学生は各学部の責任の下,代表者が選出される。

そのため,大学の教育改善に関心を持つ学生が選

出されるケースと,そうではないケースが存在す

る。そこで本研究では,参画学生の意識として,以

下の A～C のタイプが存在すると想定し,分析を

行う。 

 

A 大学教育の改善に関心を持つ学生 

B 大学教育の改善にある程度関心を持つが,   

学生生活の中での優先順位はそれほど高く

ない学生 

C 大学教育の改善にほとんど関心を持ってお   

らず,主体的に活動したいとは考えていない

学生 

 

活動開始当初の各タイプの特徴は次のとおり

である。 

A タイプの学生は,活動開始当初から大学教育

の改善に強い関心を持っており,学生参画型 FD

組織の存在を知り,活動を開始・継続した学生で

ある。活動に対して強い関心と意欲を持ち,自ら

の意思で活動を開始することを決めたケースが

多い。有志の学生のみで構成された組織の学生の

ほとんどがこれに該当する。 

B タイプの学生は,大学教育に多少の関心を持

つが,主体的に学生参画型 FD 活動を行いたいと

までは考えない学生である。学部から推薦されて

学生委員として活動を開始した後も,部活・サー

クル,アルバイト等,学生参画型 FD 活動より優先

される活動を有しているケースが多い。立候補し

たケースと学部から選ばれたケースが存在する

が,立候補したケースであっても,他に候補者が

おらず仕方なく引受けたケースが多い。 

C タイプの学生は,活動にほとんど関心を持っ

ていないが,他に候補者がおらず仕方なく委員と

なることを受諾した,くじ引き等で機械的に選出

されたケースが多い。有志の学生のみで構成され

た組織では構成員に入ることが想定されない学

生であるが,学生参画型 FD 活動に関心を持つ学

生が少ないことを踏まえると,一般的な学生であ

るとも言える。 

以上を踏まえ,インタビュイーの選定に当たっ

ては,活動開始時期（1 年次）と任期満了時（2 年

次）の意識として,候補者に A～C のいずれに近

いかを選択してもらい,意識変化や成長の多様性

について分析が可能となるよう配慮した。 

先行研究では参画する学生は A タイプの学生

を前提としたものが多く,B 及び C タイプの学生

の存在は重視されてこなかった。本インタビュー

調査では,A タイプだけではなく,これまで注目さ

れてこなかった B 及び C タイプの学生にも注目

する。本研究では,B 及び C タイプの学生も活動

を継続している以上,無気力なのではなく「それ

ぞれの意識に応じて無理のない範囲で参画して

いる」と想定し,彼らの活動実態を検証すること

で,当該学生が組織で果たした役割を明らかにす

る。 

(2)教育改善に対して多様な考えを持つ学生を包

摂することは,教育改善に強い関心を持つ学生の

みで構成された組織とは異なる学生の成長や議

論の質の向上が期待できるか。 

(1)の分析結果を踏まえ,A～C の学生が同一組

織に混在することで学生参画型組織に与えた影

響について分析・考察する。先行研究では学生の

成長を個人レベルで捉え ,一律の評価基準を
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表１インタビュイーの属性 

 

適用した上で効果検証が行われてきたが,本研究

では,A～C タイプの学生がお互いにない視点を

学びあうことで,組織全体に与えた影響について

明らかにする。また,参画学生が活動を通して多

様性・包摂性の重要性を認識することで,それが

大学への提案内容の質や組織運営のあり方にど

のような影響を与えたのかについて考察する。 

 

4.2  研究手法 

本研究では,岡山大学の学生参画型 FD 組織で

の活動経験を有する者 15 人に対してインタビュ

ー調査を実施する。インタビュイーの属性は表 1

のとおりである。インタビュイーの属性について

は,A～C タイプの学生及び,全ての成長パターン

（活動開始時と任期満了時でタイプが変わらな

い場合を含む）が含まれるよう配慮した。また,

所属していた学部についても多様性を確保した。 

本インタビューは,卒業生（在学生も含まれる

が全員大学院生）に対して実施するため,インタ

ビュイーが詳細な事実関係などを記憶していな

いことが想定される。そのため,インタビュイー

の発言内容が一次資料で確認可能な時期に活動

を行った学生を対象とした。法人文書の開示請求

により当時の会議資料等を入手できた期間を踏

まえ,2008 年度～2019 年度に活動した者を対象

とした。 

インタビュー形式は半構造化インタビューと

し,質問事項を事前に送付し,それに沿って実施

した。主な質問項目は,(1)学生参画型 FD 活動を

行うことになった経緯について,(2)任期中の活動

について,(3)多様な学生との協力について,(4)活

動を通した成長について,(5)岡山大学の学生参画

 NO 学部等 活動年度 開始時期 

タイプ 

任期満了時 

タイプ 

① 理学部 2010年度～2013 年度 A A 

② 医学部 2016年度～2019 年度 A A 

③ 経済学部 2017年度～2019 年度 A A 

④ 経済学部 2018年度～2019 年度 A A 

⑤ 経済学部 2010年度～2013 年度 B A 

⑥ 農学部 2015年度～2018 年度 B A 

⑦ 歯学部 2017年度～2019 年度 B A 

⑧ 薬学部 2008年度～2009 年度 B B 

⑨ MPコース 2010年度～2013 年度 B B 

⑩ 教育学部 2019年度 B B 

⑪ 理学部 2008年度～2011 年度 C A 

⑫ 教育学部 2019年度 C A 

⑬ 法学部 2008年度～2009 年度 C B 

⑭ 文学部 2011年度～2014 年度 C B 

⑮ 理学部 2017年度～2019 年度 C C 
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型 FD 組織についてである。オンライン会議シス

テム(Zoom)を利用したオンラインインタビュー

とし,1 人あたり 90 分～120 分実施した。 

インタビューの実施に当たっては,あらかじめ

東京大学倫理審査専門委員会の研究倫理審査を

受けた（審査番号 23-81）。 

なお,本稿では発言を引用する場合は,発言を

引用した後,該当する発言者の No(①～⑮)を記載

する。内容については,逐語録を作成の上分析を

行い,インタビュイーに引用部分について確認・

了承を得た。 

 

5  参画学生の多様性の実態 

本章では,リサーチクエスチョン（1）「学生参

画型 FD 組織において,教育改善活動に対してそ

れほど意欲が高くない参画学生が果たす役割と

は何か。」について分析を行い,A～C タイプ各層

の特徴を整理し,多様性の実態を明らかにする。 

 

5.1  活動開始時期の意識 

まず,委員として活動を開始する段階の意識に

ついて整理する。 

(1)A タイプ 

A タイプの学生は,大学教育に対して入学時か

ら強い関心を持っているケースが多い。その要因

としては,生徒会活動経験等を通して生徒として

学生視点から改善に取組んだ経験(①②③)が多

く挙げられた。具体的には学生参画型 FD 活動を

生徒会と類似した活動を行うイメージを持ち,大

学運営に関わりたいと考えたとの意見に加え,大

学入学前にアクティブ・ラーニング型授業を経験

していたが,入学後に 400 人程度の大規模授業を

経験し,問題意識を持ったとの意見もあった(④)。 

(2)B タイプ 

B タイプの学生は,生徒会活動経験を有してい

た者もいるが（⑨⑩）,大学教育に対して入学時

から強い関心を持っていたわけではない。逆に,

教育改善よりも課外活動を行いたい,他学部の学

生と交流したい等の発言があった。活動内容につ

いて説明を受け,了承したケースや,他に手を挙

げる人がおらず,仕方なく引受けたケースが確認

できる。なお,インタビュイーが委員を引受ける

にあたり「他の人が手を挙げないから」「先生が

困っていたから」等,仕方なく引受けたケースで

あっても最終的には自分の意思で委員になるこ

とを承諾している点に留意する必要がある。 

(3)C タイプ 

C タイプの学生は,大学教育の改善に関心を持

っているわけではなく,仕方なく引受けたケース

が多い。ただし,B タイプ同様最終的には自分の

意思で委員になることを承諾しているケースが

多い。活動にあまり関心がないにもかかわらず参

画する理由としては,「学部代表として選出され

た責任感」や「選出を担当した教員に悪い」等の

理由が確認でき,責任感や義務感から活動を開始

するケースが散見される。「責任感」というワー

ドは B タイプの学生にも確認されるが,C タイプ

の学生からは,活動への関心が語られることが少

なく,責任感や義務感で参画している者が少なく

ないと考えられる。 

以上,A～C の各タイプの学生が,活動開始時期

にどのような意識を持っていたのかを確認した。

A タイプの学生が大学教育の改善に活動当初か

ら関心を有しているのに対して,B 及び C タイプ

の学生は,大学教育の改善に強い関心を持ってお

らず,他に優先すべき活動がある,責任感や義務

感から参画しているといったケースが多い。一方,

いずれのタイプの学生であってもほとんどのケ

ースで最終的には自分の意思で委員の就任を受

諾している点は注目される。これまで岡山大学の
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学生参画型 FD の学生委員選出システムは,学生

委員の選出が学部に一任されていることから,く

じ引きやじゃんけんで選出されるケースもあり,

この点が批判されることもあった。そのような事

例が存在することは事実であるが,学生の意思を

無視した選出が多数確認されるかどうかについ

ては,慎重に判断する必要がある。 

 

5.2  意識変化の契機と活動継続の動機 

 次に,任期中の活動を通した意識変化と活動継

続の動機を中心に実態を確認する。 

(1) A タイプ 

A タイプの学生については,活動を継続するこ

とは自明であり,活動を継続するかどうかで迷う

ケースは確認できない。現状の学生参画型 FD 組

織に課題があると感じている者もいたが,「活動

を継続し自身の手で改善していきたいと考えて

いた」と述べている(⑫)。「2 年間の任期でやり残

したことに引続き取組みたい」という発言もあっ

た(①)。 

意識の変化としては,多様な学生と活動するこ

とにより視野が広がったとの発言が多い。この多

様性の実態は,①他学部の学生,②大学教育に対

する考え方,③学びの姿勢など様々であるが,大

学に対して提案を行うにあたり,自分自身を標準

とすることなく多様な学生の存在が視野に入る

ようになっている。例えば A タイプ以外の学生

の「やる気のある学生の意見だけではなく,授業

がだるいなと考えている学生の存在も踏まえる

必要がある」(⑤)のような視点は,提案内容が一般

学生の感覚との遊離を招かない現実的なものと

する上で,重要な視点であった。 

(2)B タイプ 

B タイプの学生が 2 年間の任期を終えた後も,

活動を継続することを選択した理由は,次のいず

れかまたは両方の経験をしたことが共通してい

る。 

第一は,学生参画型 FD 活動の成果を認識でき

たことである。この点は本人の活動によるとは限

らず,自身が参画する前の活動の成果が見えた場

合等も含まれる。大きな変化ではなかったとして

も,自分たちの活動で大学が良くなることが実感

できたことで,活動へのモチベーションが上がり,

より積極的に活動をしたいと考える傾向が確認

できる。任期満了時の自身のタイプについては A

タイプと B タイプを選択した者がいるが,B タイ

プを選んだ者も「選択したタイプは同じでも,活

動開始時期と任期満了時では実態が大きく異な

る」(⑨⑩)と述べており,タイプは同じでもより積

極的に関わるようになったことが確認できる。 

第二は,学生参画型 FD 組織が自身の居場所と

なったことである。他学部の多様な学生と交流す

ることで,学生参画型 FD 組織を自身の居場所と

認識し,積極的に活動を行い始めるようになった

との発言が多く確認できる。両方の要因を挙げる

者も少なくない。 

(3)C タイプ 

C タイプの学生も,活動を継続することを選択

した理由として「学生参画型 FD 活動の成果を認

識できたこと」及び「学生参画型 FD 組織が自身

の居場所となったこと」を挙げたことは B タイ

プの学生と共通している。また,任期満了時の自

身のタイプとして C を選択した者も,活動開始時

と任期満了時では変化が生じていることを指摘

している(⑮)。 

注目すべき点として,活動開始時に多かった

「責任感」や「義務感」というワードが確認でき

なくなることが挙げられる。この点は,「責任感」

や「義務感」で活動を始めたとしても,活動を通

して活動の意義や楽しさを理解することで,当初



2023 年度若手研究者育成プロジェクト採択者ワーキングペーパー 

24 

は関心の低かった学生も積極的に活動するよう

になることを意味する。換言すれば,活動開始当

初は「責任感」で活動することが可能だが,2 年間

の任期のどこかの段階で先述のように意識が変

化する機会がないと,「責任感」だけで任期を全

うすることは難しいことも意味していると言え

よう。 

以上,A～C の各タイプの学生が,活動期間中に

どのような意識変化があり,任期満了後も活動を

継続させているのかを確認した。 

A タイプの学生が 2 年間の任期満了後も活動

を続けることについてあまり迷いがない傾向が

あったのに対して,B タイプ及び C タイプの学生

は,活動期間中に「学生参画型 FD 活動の成果を

認識できた」「学生参画型 FD 組織が自身の居場

所となった」経験をすることで,任期満了後も引

き続き活動を継続することを決断している。 

注目すべきは,インタビュイーの内 B 及び C タ

イプの学生は 11 人いるが,活動を継続するきっ

かけについては共通性が確認された点である。確

かに各人が活動を継続したいと考えたきっかけ

となった具体的な出来事については多様であっ

たが,その要因は「学生参画型 FD 活動の成果を

認識」「学生参画型 FD 組織が自身の居場所とし

て認識」のいずれかまたは両方であるとまとめる

ことができる。 

 

5.3  任期満了後の活動 

岡山大学の学生参画型FD組織の中心学年は2

年生であるため,任期満了後残留した 3 年生以上

の学生は後輩の指導やサポート役に回ることが

多い。 

2 年間の任期満了時のタイプを踏まえ,どのよ

うな意識の下,活動をしていたのかを整理する。

なお,C タイプの学生は 1 人のみであり,B タイプ

の学生とほぼ共通の結果であったため,本節では

A タイプと B・C タイプに分けて整理する。 

(1)A タイプ 

A タイプの学生は,大学教育の改善に関心を持

つ学生であり,3 年目以降も積極的に活動する者

が多いが,2 年次までとはいくつかの変化が見ら

れる。 

第一に,これまで以上に後輩をサポートする視

点を重視し始める点である。①さんは,2 年生ま

でにやり残したことがあり,それを実現したいと

思って残留したが,その活動を継続して行うかに

ついては中心学年となった後輩に強制せず,彼ら

の意思を尊重したと述べている。最初から後輩た

ちに助け舟を出すのではなく,議論を見守り,必

要なところで意見を述べるようしていたとの意

見もあった。 

第二に,多様性のある組織が円滑に運営される

ために,組織内で必要な役割を演じるという点で

ある。 

③さんは,当時の 3 年生には,厳しい内容も含め

て意見をはっきり言える人（⑮さん）,意見を積

極的に述べるが調整力もあるバランス型の人（⑦

さん）がいたことを踏まえ,自分は先輩たちの意

見や指摘を受けて気落ちしている学生がいれば

そこに寄添う役割を心がけたと述べている。また,

議論がヒートアップし過ぎた際には,冗談なども

言いながら冷静な議論に戻す役割も担ったと述

べている。 

このエピソードで重要なのは,③さんは,必ず

しも自身が最も得意な役割を担っているわけで

はないという点である。③さんは,高校時代には

生徒会長経験もあり,「引っ張っていくことは嫌

いではなかった」と述べているが,「現状引っ張

っている人がいる中で,そこをわざわざ奪いに行

こうとは思わない」とも述べている。また,「自分
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が演じようとしていた私は,不出来な先輩だった」

とも述べている。なお,③さんは⑮さんと⑦さん

から組織運営に欠かせない重要な存在であった

ことが指摘されており,実際には「不出来な先輩」

では全くなかったことはいうまでもない。 

このように A タイプの学生は,プレイヤーとし

て積極的に活動するだけではなく組織全体の多

様性を踏まえた行動を取っていることが窺える。

また,A さんのように他大学で開催される FD 関

係のイベントに自己負担で参加する等のエピソ

ードは,B・C タイプの学生には確認できない積極

性であった。 

(2) B・C タイプ 

B・C タイプの学生も,後輩のサポートの重要性

を認識して行動する点は A タイプの学生と共通

しているが,A タイプの学生とは異なる傾向も確

認できる。 

第一は,A タイプの学生の存在を前提としたサ

ポートの姿勢である。B・C タイプの者からは,「自

分以上に積極的な学生がいたから活動できた」

「可能な範囲で無理なく参画できた」という趣旨

の発言が確認できる。換言すれば,A タイプの学

生のように,必要な役割を演じるのではなく,自

身の性格や状況を踏まえて無理がない形で参画

し,サポートを行っている。「無理がない形」とい

うのはいくつかのパターンがあり,活発な A タイ

プの学生の存在を前提としてサポートに徹する

ケースや,調整役である A タイプの学生の存在を

前提として彼らがやや言いづらい点をストレー

トに指摘する役割を担ったケースが確認された。

彼らは A タイプの学生のように,自ら企画立案を

行うことは少ないものの,A タイプの学生をフォ

ローし,後輩のサポートを行う等,学生参画型 FD

組織の多様な学生をつなぐ上で必要な存在であ

ったと言える。例えば⑬さんの場合,本人は 4 年

生のころを振り返って「ワーキングでは遠くから

見守るだけであった」「積極的に発言することは

しなかった」と述べるが,後輩からはいざという

時に適切なアドバイスをもらえる先輩と認識さ

れていた。 

以上,2 年の任期満了後の活動について A タイ

プと B・C タイプの学生の実態を確認した。基本

的には,岡山大学の学生参画型 FD 組織は,2 年生

が中心学年となるため,3 年生以上の学生は後輩

のサポートが中心となることが多い。インタビュ

イーからは,サポートには様々な形と役割が求め

られることが指摘され,A タイプの学生と B・C

タイプの学生の姿勢の違いについても確認でき

た。ただ,複数の A タイプの学生から確認できた

組織内で必要な役割を演じるという特徴は,A タ

イプの学生全員に備わった能力とまでは言えな

い可能性があるが,A タイプの学生が自身の問題

関心だけに従って活動しているのではなく,組織

内の多様性を尊重し,バランスの維持に努めてい

ることは指摘できる。また,B・C タイプの学生の

ようなサポート姿勢が A タイプの学生と比較し

て劣っているわけではなく,後輩と適度な距離感

を保ち,他の活動と両立させて無理をすることな

く参画している姿を後輩に見せることで,特に

B・C タイプの後輩に安心感を与える効果等も期

待できたと考えられる。 

 

6  参画学生の多様化の効果と限界 

6.1  参画学生の多様化がもたらす効果 

本章では,(2)教育改善に対して多様な考えを持

つ学生を包摂することは,教育改善に強い関心を

持つ学生のみで構成された組織とは異なる学生

の成長や議論の質の向上が期待できるかという

リサーチクエスチョンについて検討を行う。また,

プラスの側面だけではなく限界についても検討
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を行う。 

まず,参画学生が多様化することにより得られ

る効果について 2 点取上げる。 

(1)提案の質への影響 

参画する学生の多様性が確保されたことで,岡

山大学の学生参画型 FD 組織による提案は,全学

部の学生や教員の視点が入った提案となってい

た。 

インタビューでは,様々な多様性を踏まえた検

討が行われたことが指摘されている。 

第一に,学部の多様性である。各学部の履修制

限（上限制）についての検討が行われた際,学部

間の運用の違いが明らかになったのは,全学部か

ら選出された学生委員の視点で議論を行ったこ

とが影響していると考えられる。また,他学部の

授業を比較的自由に履修でき,履修制限で苦労す

ることがほとんどない MP コースの学生である

⑨さんの視点なども,議論を深めるのに役立った

と考えられる。 

第二に,学生の学びの姿勢の多様性である。岡

山大学の学生参画型 FD 組織は A～C タイプの

学生が存在しており,学生委員間でも学びの姿勢

には差があり,A タイプの学生であっても「楽な

授業を選んで取るタイプの学生であった」（③）

と振返る者も存在する。このため,有志の学生の

みで構成したことによる参画学生と一般学生と

の遊離が起こりにくい環境となっていた。 

第三に,学生全体の多様性である。提案の多様

性の確保は委員会内の議論で完結する性質のも

のではなかった。委員会で取組む課題の選定や提

案の精緻化を行う過程で学生に対してアンケー

トを実施したケースも多く,学生発案型授業を企

画する際もテーマ等について学生にアンケート

を実施したケースが確認できる。 

以上を踏まえると,多様な学生が参画したこの

組織では,委員会内での議論はもちろん実際に大

学に対して提案を行う過程で広く学生の意見を

確認しつつ検討が進められることが行われてい

たことが確認できる。中里(2022b）が指摘するよ

うに,岡山大学の学生参画型 FD 組織は大学の公

的な委員会であり,学生委員の推薦も学部の責任

の下で行われていたことから,学生の代表性は確

保されていたものの,大学側は出された提案の質

を重視していた。多様な学生が議論を重ね,教職

員の視点も入ることで精緻化された提案は,その

実現可能性が高まることにつながり,学生の提案

が実現することで大学側の評価につながると考

えられる。 

(2)学生の成長 

多様な学生と交流することが学生の成長につ

ながることがインタビューから確認された。ただ

し,「コミュニケーション能力」等の能力が身に

ついたと回答した者は少ない。この理由は 2 つ

ある。第一は,学生は大学で様々な活動を行って

いるという理由である。学生参画型 FD 活動を通

して身につけた能力を特定することが難しい点

が指摘された。第二は,学生参画型 FD 活動を通

して身につけた能力を就職活動でアピールする

ことが困難であるという理由である。就職活動で

学生参画型 FD 活動のことを自己 PR 材料とし

た事例は存在したが,いずれも面接官に学生参画

型 FD の説明をするところから始めなくてはな

らず,限られた時間でアピールするエピソードと

しては不向きであったことが複数の者から指摘

された（①⑭）。 

今回のインタビューで明らかになったのは,イ

ンタビュイー本人の進路に与えた影響である。⑫

さんは「活動を通して⑮さんとつながりができ,

影響を受けて大学院で生物学を学ぶことにした」

と述べている。⑦さんは歯学部であるが,「この
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組織がなかったら,今後のキャリアが全く変わっ

ていたと思う。大学に残って大学教員として,教

育の経験をしていきたいと思っている。」と発言

している。また,進路に直接影響を与えないケー

スでも多様な学生と交流することでインタビュ

イーの考え方が変わったというエピソードが多

数確認できる。今回のインタビューでは,インタ

ビュイーの多くが卒業生であったため,自身に与

えた影響を俯瞰的に見ることが出来た側面があ

ると考えられる。したがって,本研究では現在活

動している学生だけではなく,活動後一定期間が

経過した卒業生に対してインタビューを行う意

義も確認されたと言える。 

 

6.2  参画学生の多様化の効果の限界 

前節では参画学生の多様化がもたらす効果に

ついて述べたが,参画学生の多様化により全ての

課題が解決するわけではない。本節ではその限界

について 2 点述べる。 

(1)「離脱の自由」の尊重 

前章では,A～C タイプの学生それぞれが無理

のない範囲で活動を行えるよう多様な参画形態

が存在していたことを確認した。しかしながら,

その実態は参画形態の多様性にとどまらず,離脱

することもまた多様性の一つとして尊重される

側面があった。学生参画型ＦＤ組織から学生が離

脱することについては,極めて寛容な姿勢を示す

ことは,A～C タイプの学生に共通している。 

組織内の多様性を確保し,学生が無理なく参画

できる環境を整備することで,任期途中の離脱者

数を減少させることは可能と考えられるが,それ

でも離脱する学生に対しては積極的な引留めを

ほとんど行わないことが確認された。この点は,

高度に多様性が尊重された組織と評価すること

も可能であるが,離脱者を最小限に抑えないと活

動している学生の負担が増加し,組織運営上も影

響が出るという側面もあることから,評価が分か

れるところである。 

(2)A～C タイプの学生の構成バランスが崩れた

際の対応 

多様な参画形態を尊重する組織における A～

C タイプの学生の望ましい比率について今後さ

らなる分析が必要であるが,少なくともいずれか

のタイプの学生が極端に少ない組織は運営面で

影響があると言える。具体的には,A タイプの学

生が少ないと,少数の A タイプの学生の負担が極

めて大きくなる。B タイプの学生が少ないと,組

織内の学生の意識差が大きくなり,特に C タイプ

の学生が活動を継続することが難しくなる。C タ

イプの学生が少ないと,一般学生の感覚に近い学

生の意見に触れる機会が減り,議論の内容が一般

学生の感覚と遊離する可能性が高まる。 

また年度によって,活動開始当初から大学の教

育改善に関心を持つ A タイプの学生委員,任期満

了時に A タイプの学生となっている学生の数に

はばらつきがあり,また B・C タイプの学生の中

には他の活動とのバランスを重視する者も多い

ため,参画学生の多様性を尊重するだけで望まし

い割合へと変化するわけではない。一部のインタ

ビュイーからは,先輩の学年で A タイプの学生が

ほぼおらず活動が停滞していた時期があったこ

とも指摘されているが,そのような状況で B・C

タイプに A タイプの学生のような役割を無理に

求めた場合,A タイプの学生のように変化するの

ではなく離脱することを選択する学生も少なく

ないと考えられる。 

本章では,参画する学生の多様化による効果の

限界について述べた。前節で述べたような参画す

る学生の多様化による効果が確認される一方,参

画学生の多様性と包摂性を進めても解決が難し
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い課題が存在することが明らかとなった。 

ここで注目すべきは,日本の学生参画型組織は

学生ユニオンが発達した欧米の場合とは異なり,

組織の運営に教職員の指導や関与が前提となっ

ている点である。学生参画型組織の運営を担う教

職員は,離脱する学生への対策や A～C タイプの

学生数に偏りがある場合にマイノリティとなっ

ている学生へのサポートを行う等,本節で挙げた

課題を改善するために必要な行動を取ることで,

状況を改善することが可能であると考えられる。 

 

7  まとめ 

最後に,本研究で明らかになったことを整理す

る。 

第一に,参画する学生には共通性と多様性の両

方が存在することを確認した。A タイプの学生は

活動開始当初のモチベーションを維持しつつ活

動を継続させているのに対して,B・C タイプの学

生は,最初は「責任感」や「義務感」で活動を開始

するが,途中で「成果を出した経験」や学生参画

型 FD 組織を自身の「居場所」と認識することで,

少しずつ積極的に活動を行うようになっていく。

この分析結果が正しければ,学生参画型 FD 組織

で活動する学生に最低限求められるのは,「ある

程度責任感のある学生」ということになる。この

条件は,これまで先行研究で指摘され,学生参画

型組織の運営に取組む一部の大学が求めていた

「高度な専門性を有した学生」や「教育改善に強

い意欲のある学生」とは明らかに異なり,どの大

学にも一定数存在する学生であるということを

意味する。 

第二に,これまで重視されてこなかったB・Cタ

イプの学生の実態を確認し,彼らが組織の運営に

果たす役割を明らかにした。彼らは A タイプの

学生のように目立つ存在ではないものの,無理の

ない範囲で活動に参画している。彼らは A タイ

プの学生に多様な学生の意見を踏まえた活動を

行う必要性を認識させ,一般学生に近い視点から

意見を述べることで提案内容を精緻化する役割

を果たしていた。また,活動を通して A タイプの

学生に変化する事例も散見され,彼らは組織の運

営に重要な役割を果たした。特に B・C タイプの

後輩学生に対しては,自身の経験を踏まえた丁寧

なサポートにつながったと考えられる。 

第三に,多様な学生が参画することによる効果

と限界を指摘した。多様な学生が参画することで

学生の視野が広がり,それが大学への提案の質の

向上に活かされていることを確認した。また,今

回のインタビューでは,卒業生が多く含まれてい

たため,インタビュイーの進路に与えた影響など

も明らかになった。また,離脱する学生への対応

や参画する学生のタイプの偏りが生じた場合等,

多様性の推進だけは解決できない課題の存在も

指摘した。 

日本の大学における学生参画は,欧米のケース

とは異なり,教職員の指導やサポートが前提とさ

れていることから,教職員の努力により状況を改

善する余地がある点に注目する必要がある。この

ようなサポートのポイントが明らかになったこ

とも,本研究で多様な学生をタイプ別に分析した

ことによる成果である。 

今後の課題として,さらに詳細な分析を行い,

多様な学生が参画した学生参画型組織の実態を

明らかにしていく必要がある。組織運営を担う教

職員に求められる役割についてもさらに分析が

必要である。また,今回実施したインタビューの

メインテーマは,参画する学生の多様性と包摂性

であったが,インタビューではそれ以外の点を含

め学生参画型 FD 活動に関する貴重な知見を多

数得ることができた。これらの知見を踏まえ,学
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生視点から見た学生参画型 FD 活動とはどのよ

うなものであったのかについて分析を行い,実態

を明らかにすることも今後の課題とする。 

 

注 
(1)本稿では、「学生参画型 FD 組織」と統一し

て表記する。 
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Abstract 

Rwanda experienced ethnic conflict in 1994. Since the current government considers ethnicity the cause of division, it bans 

ethnicity-based classification and aims to establish a unified national identity. The purpose of this study is to discuss how 

Rwandan history education contributes to the formation of national identity. The findings are based on classroom 

observations of grade 6 social sciences classes in the primary school. The study finds that the teacher conducted classes 

based on textbooks published by the government, so that the teacher was teaching children the historical content in 

accordance with the government's policy, which emphasizes the concept of “returnees”. However, despite the absence of 

ethnic terminology in the textbooks, the teacher used such terms to explain the details of the history of genocide. The 

teachers' in-class acts showed their identification as teachers, but the content of their teaching expressed their identification 

as returnees. There were situations that conflicted with the government's policy of abolishing classification by ethnicity 

and creating a unified national identity of Rwandans.  

Keywords：Rwanda, history education, national identity, ethnic identity, classroom observation 
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ルワンダの歴史教育とアイデンティティ 
―教師の教育実践に焦点をあてて― 

 

1  はじめに 

本研究は，ルワンダ共和国（以下，ルワンダ）

の歴史教育が，どのようにナショナル・アイデン

ティティの形成に寄与しているのかについて，明

らかにすることを目的とする。 

ルワンダは，1994 年にエスニック集団間のジ

ェノサイドを経験した。約 100 日間で，少数派の

エスニック集団トゥチ（Tutsi）の当時の 4 分の 3

の人口が，多数派のエスニック集団フトゥ（Hutu）

に殺戮されたとされる（1）。ジェノサイドは，隣

国ウガンダへ亡命したトゥチ出身者から成る，ル

ワンダ愛国戦線（the Rwandan Patriotic Front: 以

下，RPF）の軍事的勝利によって終結する。その

後，政権を握った RPF は，かつての国の分裂は

エスニシティに起因するとして，エスニシティに

基づく国民の分類を廃止した。そして，現在は「私

はルワンダ人（Ndi Umunyarwanda）」という政策

を進め，新しいナショナル・アイデンティティの

確立を進めている。 

ルワンダの人口は，3 つのエスニック集団から

構成され，人口の約 85 パーセントをフトゥ，12

～14 パーセントをトゥチ，1％程度をトゥワ（Twa）

が占めると言われる（鶴田 2018）。そして，エス

ニシティに基づく分類が廃止された現在のルワ

ンダ社会においても，人々の意識の中にはエスニ

シティに基づく分類が残っており，エスニシティ

は社会で重要なカテゴリーとなっている

（Hodgkin, 2006；King, 2014 ほか）。しかし，現

在のルワンダでは，公共の場でエスニシティに関

連する発言をすることは，禁止となっている。 

このような政策は，歴史教育にも大きな影響を

与えている。エスニシティが深く関係するルワン

ダの歴史について，公教育の中ですべてが語られ

ているわけではない。政府は，歴史教育を通して，

政府の視点から成る単一的な歴史を伝え，ルワン

ダ人としてのナショナル・アイデンティティの形

成を目指しているとの指摘もある（McLean 

Hilker, 2011）。 

上記の背景を踏まえ，本研究は，ケーススタデ

ィとして，ルワンダの小学校の歴史的単元の教育

実践を分析した。ケーススタディでは，リサーチ

クエスチョンを以下に示す。 

1) 教師は，歴史を教える際にどのようなトピ

ックを強調して，教えているのか。 

2) 教師によって強調されるトピックは，ナシ

ョナル・アイデンティティもしくはエスニ

ック・アイデンティティのどちらに関連す

るものなのか。 

  ルワンダの歴史教育の授業実践を分析するこ

とで，多様なアイデンティティの分裂を原因とす

る紛争を経験した国における教育復興や，教育内

容における多様性と包摂性の促進といった観点

に対し示唆を与えられる点に，本研究の意義があ

る。 

 

2  先行研究の概観 

2.1  用語の定義 

2.1.1  エスニシティとナショナリズム 

  ルワンダのように，エスニシティに起因する紛

争を経験した国を考察するにあたって，そのアイ

デンティティをどのように捉えるのかが重要と

なる。エリクセン（2006）は，エスニシティを「エ



2023 年度若手研究者育成プロジェクト採択者ワーキングペーパー 

33 

スニック範疇や集団への愛着や忠誠心」（エリク

セン 2006 120 頁）と定義する。塩川（2008）も，

「血縁ないし先祖・言語・宗教・生活習慣・文化

などに対して『われわれは〇〇を共有する仲間だ』

という意識―逆にいえば『彼ら』はそうした共通

性の外にある『他者』だと意識―が広まっている

集団」（塩川 2008 2-3 頁）と述べ，当事者の意識

によってエスニシティは流動的であると示して

いる。 

  エスニシティと縁戚関係にある概念として，ナ

ショナリズムがある（エリクセン 2006）。ナショ

ナリズムとは，「政治的な単位と民族的な単位と

が一致しければならないと主張する一つの政治

的原理」（エリクセン 2006 120 頁）と定義される。 

 

2.1.2  ナショナリズムの類型 

ナショナリズムについては，性質を二分するも

のとして，エスニック・ナショナリズムとシヴィ

ック・ナショナリズムがあるとされる（塩川 

2008）。特に，国家の基礎にエスニックな共通性

があるとの考えをエスニック・ナショナリズムと

呼ぶ。エスニック・ナショナリズムが優位な国に

おいては，1 つの国家の中の，エスニックな異分

子に対する排他的な政策や強引な同化政策がと

られる。そのため，非合理主義，権威主義，排外

主義などと結びつきやすいと言われる。これに対

し，国家はエスニックな共通性に基づくわけでは

ないとの考えを，シビィック・ナショナリズムと

呼ぶ。シビィック・ナショナリズムの強い国にお

いては，国家への帰属を承認するすべての人が，

エスニシティに関わりなく同等の権威を得られ

る。そのため，合理主義，自由主義，民主主義な

どと結びつき易いと言われる（塩川 2008）。 

  しかし，このナショナリズムの二分法に対して，

価値偏向であるとの批判がなされ，リベラル・ナ

ショナリズムという概念が叫ばれるようになっ

た（黒宮 2009）。リベラル・ナショナリズムとは，

個別のネーションに独自の文化の維持や発展と

いうナショナリストの目的を，個々人の自立や配

分的正義，有意味な民主的熟議といった，リベラ

ルな諸価値の実現と両立可能であり得るものと

して用語する立場である（久保田 2015）。シビィ

ック・ナショナリズムの強い国では，国民各自の

「同意」によってネーションが存在しうると考え

られるが，その「同意」は自分たちにとって固有

な歴史に対する共通の了解を伴うものでなけれ

ばならない。それにもかかわらず，シヴィック・

ナショナリズムを論じる際に，「諸個人の自由意

志」が強調されてきたため，「自由」も「平等」

も抽象的かつ形式的な価値となってしまった。そ

のため，「一般的には互いに排他的なものである

と見られるが，個人の自立，反省，選択を重視す

るリベラルな伝統と，帰属意識，忠誠心，連帯を

強調するナショナルな伝統とは，実際は互いに整

合的である」（黒宮 2009 327 頁）と捉えたのが，

リベラル・ナショナリズムである。 

 

2.2  ルワンダにおけるアイデンティティと歴史

認識 

先述の通り，現在のルワンダでは，エスニシテ

ィよる国民の分類はなされていない。その代わり

に，「加害者」「生存者」「帰還者」という用語で

表される。「加害者」は，フトゥと同義である（2）。

「生存者」は，ジェノサイドを経験した者，また

は親しい家族が 1994 年にルワンダに住んでいた

者を指し，トゥチと同義である。「帰還者」は，

ルワンダの外で長い間生活をし，1994 年以降に

帰国した者を指すため，こちらもトゥチと同義で

ある（鶴田 2018）。現政権の RPF の構成員も，

多くが帰還者である。 
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ジェノサイドについて，加害者，生存者，帰還

者は，それぞれ異なる歴史認識を持っている（鶴

田 2018）。それに関連して、ルワンダの語る正史

（official history）には、しばしば問題が指摘され

ている。 

加害者は，RPF が内戦を開始させたことを非難

する。また，ジェノサイド後の現在については，

フトゥによる歴史認識が欠けていることが指摘

されている。現行の歴史教育で語られる正史は，

トゥチ出身者から成る現政権によって作り上げ

られており，そこにはフトゥからの歴史の視点が

欠けている。そのため，多くのフトゥ出身者は，

自身からの視点が欠けた正史を，自分自身の歴史

として認識することができていない（McLean 

Hilker, 2011）。また，正史から自身の歴史が省か

れていることで，社会で非合法的な扱いを受ける

ことを懸念する人々もいる（King, 2014）。 

生存者たちは，内戦開始によって，一気に生活

が危険にさらされた。RPF 協力者だとみなされた

トゥチの恣意的逮捕・投獄・拷問などが発生し，

1992 年までには暴力が様々な地域で見られ，

1994 年のジェノサイドに至ったという点で，PRF

の行動がフトゥを過激化させ，国内のトゥチを危

険にさらしたと考えている。 

帰還者は，1990 年 10 月に始まったルワンダ内

戦を「解放戦争」と捉え，ルワンダにとって必要

なことだったと説明する。そして，ジェノサイド

後のルワンダについて，公的な面を評価し，RPF

を支持しているため，RPF に批判的なルワンダ

人，亡命者，海外研究者に対してフラストレーシ

ョンを抱えていることもある。 

ジェノサイド終了後，ルワンダにおける歴史は

「先祖返り」（鶴田 2018 288 頁）をすることにな

る。帰還者たちは，「冷凍された」歴史観（民族

観）を持つと述べる。起きたことをベルギーの植

民地化とその政策の結果と見なし，その結果「私

はルワンダ人である」という共通のアイデンティ

ティを形成する必要があるとする RPF は，親世

代から受け継いだ「神話的な歴史観」を抱いてい

ると考えられる（鶴田 2018）。 

また，エスニシティについて議論できる場の欠

如についても、問題視されている。政府の方針に

より，学校でエスニシティについて学習する機会

はない（Freedman et al., 2008）。加えて King（2014）

は，教室内でエスニシティを扱うことで，自身が

政府に拘束されると信じていることや，エスニシ

ティを学校で教えることで，紛争を再発させると

考える教師たちの存在を指摘している。 

歴史や記憶の共有は，国民やエスニシティを構

成する重要な要素の一つとされている。そして，

歴史認識を共有することは，統一的なナショナ

ル・アイデンティティの形成につながる。特に，

学校は国家主義的なメッセージを広めるための

理想的な場と見なされており，歴史の授業を通じ

て，ナショナル・アイデンティティの構築が目指

されている（McClure et al., 2016）。しかし，ルワ

ンダにおいては，新たな歴史認識の共有が，国民

統合だけでなく，対立の原因となることもある。 

以上のように，先行研究では，どのような内容

の正史が，学校教育で扱われているのかについて

中心に議論がなされてきた。本研究では，その正

史を，教師たちがどのように扱っているのかにつ

いて明らかにする。 

 

3  調査の概要 

3.1  分析の対象 

  本研究では，ケーススタディとして，南部県ニ

ャンザ地区にある私立校の A 小学校での授業実

践を扱う。A 小学校にて，2019 年 5 月 6 日から

16 日までに行われた，全 5 回の授業観察を実施
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した。授業での使用言語は英語である。授業の様

子はすべて録画をし，調査終了後に文字起こしを

行った。その他，全 5 回の授業の後，担当教師に

インタビューへのインタビューの実施，および教

師が使用した教科書のコピーを収集した。 

 ニャンザは，首都キガリから車で約 2 時間程

度南へ移動した土地である。ルワンダでは，小学

校の卒業前に，全国共通の初等教育修了試験が実

施されるが，A 小学校の在校生は同試験の合格率

も高いことが校長へのインタビューから明らか

になっており（3），地方の中でも比較的質の高い

教育が施されている。 

観察を行った授業は，小学校 6 年生の社会科

の単元「1994 Genocide against Tutsi」である。ル

ワンダでは，本単元で初めて学校教育の中でジェ

ノサイドについて学習する。ジェノサイドは国に

とって重要な出来事であるが，国内では公共の場

で話題に出すことは未だタブー視されている。本

単元での学習は，出来事の悲惨さから，子ども達

にも大きな衝撃を与えると推測できる。そのため，

初等教育での歴史の授業は，とりわけ慎重になる

必要があり，子ども達自身が自認するアイデンテ

ィティにも影響すると考えられる。 

観察した授業を担当した教員は，2019 年時点

で 27 歳の男性教員である。専門教科は英語であ

るため，4 年生および 5 年生では英語の授業を担

当しているが，6 年生のみ社会科を担当している。 

 

3.2  分析の方法 

本研究では，文字起こしをしたデータを批判的

談話分析（Critical Discourse Analysis，以下 CDA）

を用いて分析した。CDA とは，言語やディスコ

ースを通じて，再生産される権力構造や不平等を

可視化するアプローチである（ Murray & 

Desrochers, 2021）。Rogers（2011）は，CDA は教

育研究でも広く活用されており，「教育実践はコ

ミュニケーションの出来事だと見なされており，

したがって学習が構成するテクスト，発話，その

ほか記号的な相互作用を分析するのに有用であ

る」（Rogers, 2011, p.1）と述べている。教室内で

のアイデンティティの現れ方を分析する本研究

にも，CDA は適していると考えられる。 

Fairclough（2011）は，言葉を社会の構成要素と

して考えている。社会と言葉の関係について，表

1 のように捉えている。 

 

表 1 社会と言葉の関係 

社会 言葉 

社会構造 言語 

社会的実践 ディスコースの秩序 

社会的出来事 テクスト 

出所：Fairclough（2011）をもとに筆者作成。 
 

表 1 において，上段にある項目のほうが，より

抽象度が高くなっている。社会の 3 つの層のう

ち，Fairclough は特に，社会構造と社会的出来事

を媒介する中間的な組織体である社会的実践に

注目している。社会的実践は，特定の構造的な可

能性を選択し，他の可能性を排除するためにコン

トロールする方法である，社会生活の特定の領域

において，こうした選択が長期にわたって維持さ

れると考えられている。そして，言葉の選択をコ

ントロールするものが，ディスコースの秩序であ

ると Fairclough は述べる（Fairclough 2011）。 

また，ディスコースの秩序の構成要素としてジ

ャンル，ディスコース群，スタイルの 3 つをあげ

ている。それぞれの要素は，社会的実践では異な

る要素を持つ。ディスコースの秩序とその要素を

表 2 に示す。 
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表 2 ディスコースの秩序とその要素 

ディスコースの 

秩序の要素 

テクストの 

意味のタイプ 

ジャンル 行為 

ディスコース群 表象 

スタイル 
アイデンティフィ 

ケーション 

出所：Fairclough（2011）をもとに筆者作成。 
 

本研究では，教師の教室実践を，ジャンル・デ

ィスコース群・スタイルの 3 つの観点から分析

した。次章では，具体的な教師の発言を記しなが

ら，結果を示す。 

 

4  調査結果 

4.1  ジャンルとの関連において 

観察した授業の基本的な形式は，教師が教科書

を確認しながら，教科書の内容を黒板に書き，そ

れを児童たちがノートへ写していた。教師は，一

定の内容を黒板に書き終えると，その内容を児童

に対して補足説明をする様子や，児童に質問する

様子が見られた。 

 

4.1.1  教師から児童への問いかけ 

授業中，教師が児童へ問いかける場面が見られ

た。特に，本単元の導入部分では，「○○につい

て知っている人はいるか」や「○○について誰か

答えられるか」という文言で，児童たちに質問す

る様子があった。この導入での問いかけは，教師

が「児童の既有知識を確認する」ジャンルである。

教師が単元のはじめに，導入として児童に問いか

けを行うのは，教師によく見られる行為である。

教室内では，児童に教える立場として発言してい

ることから，もちろん教師としてアイデンティフ

ィケーションをしていることとなる。 

教師が児童の既有知識を確認した際に問いか

けた単語は，下記の通りである。 

 

表 3 児童の既有知識を確認した項目 

・ トゥチに対するジェノサイド 

・ ジェノサイドの意味 

・ ジェノサイドの開始日 

・ ジェノサイドの期間 

・ 虐殺された人数 

・ ジェノサイド発生時の大統領 

 

上記の質問項目に対して，児童たちは教科書に

記載されている内容通りに回答していた。これら

の内容については，日常生活や毎年 4 月に行わ

れるジェノサイド追悼式典においても，児童たち

は自然と耳にしている情報だと思われることが，

教師へのインタビューより明らかになっている

（4）。 

教師は，児童に自身の経験を聞く様子もあった。 

 

表 4 児童に経験を聞いた項目 

・ 誰かジェノサイド祈念館に行ったことがあ
るか 

・ ジェノサイド祈念館で何を見たか 

・ ジェノサイド祈念館へ行った人の中で，ト
ゥチに対するジェノサイドの原因を知って
いる人はいるか 

 

児童の経験を確認し，児童たちの知識量を把握

しながら，授業を進めていると考えられる。 

教師が，「はい/いいえ」「良い/悪い」の二択で

答えられる質問を，児童に問いかける場面も見ら

れた。 
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表 5 教師が二択で問いかけた項目 

・ 分断主義（divisionism）は良いものか。 

・ この写真（インテラハムウェと呼ばれる民
兵が集合している様子）は良い写真か，悪
い写真か。 

・ 私たちはまだ脆弱なリーダーシップである
か。 

・ ポール・カガメ大統領は良い人か，悪い人
か。 

 

上記の質問に対して，教師が想定している回答

に反する回答をした児童は見られなかった。1 つ

目の質問に対する回答は，RPF の見解と同一で

「悪いもの」である。2 つ目の質問に関しても，

当時の政権を直接的に批判する質問となってい

る。二択で提示していることで，児童たちの知識

を強化しようとしていると考えられる。ことばの

選択や質問の仕方から，帰還者としてのアイデン

ティフィケーションをしていると考えられる。 

3 つ目および 4 つ目の質問に関しても，直接的

に現在の大統領を評価する質問をしている。これ

らの質問は，特に現政権を称えることを促すよう

な質問となっており，帰還者としてのアイデンテ

ィフィケーションが表れている。 

教師は，単元の最後に児童の理解度を確認す

るために，いくつか質問を投げかけている。「授

業の復習をする」ジャンルは，教師としてのア

イデンティフィケーションをしている。 

 

表 6 復習をした項目 

・ ジェノサイドの原因は何か。 

・ 誰がルワンダ市民を分裂させたのか。 

・ 誰がジェノサイドを計画したのか。 

・ トゥチに対するジェノサイドに反対したと
して殺害された人の例を挙げられる人はい
る。 

 

上記の質問は，ジェノサイド発生の責任の所在

を聞くような質問が多く見られる。これらの質問

は，フトゥ政権を批判するものとなっており，帰

還者としてのアイデンティフィケーションをし

ている。 

 

4.1.2  教科書に記載のない箇所の補足説明 

上述の通り，教師は教科書の内容を黒板に記載

するのが形式で実施されていたが，時折，教師が

補足説明をする様子が見られた。 

教師は，例を挙げて，内容について丁寧に説明

する場面があった。これは，学習内容に関して深

く理解させるために「具体例を挙げて説明する」

ジャンルであり，教師としてのアイデンティフィ

ケーションをしている。 

 

表 7 具体例を挙げた場面 

・ 例えば，こっちに来なさい。（3 人の児童
を教室の前に呼ぶ。）例えば，私が彼女た
ちを分裂させる。彼女たちは親戚、姉妹
だ。ベルギーやドイツから来た人々は，家
族の元を訪れ，彼女たちがお金のために一
緒に働いていることを把握した。1 人目
は，100 頭の牛を飼っている。2 人目は，
農業をしています。農業で生計を立ててい
る。3 人目は狩りをしている。彼女は森で
動物を狩ることで生計を立てている。しか
し，忘れないでほしい。彼女たちは姉妹で
ある。そこに白人が来て，1 人目に「あな
たは裕福である。そのまま働き続けなさ
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い。100 頭の牛を飼い，多くのお金を持っ
ています。」，そして彼らは彼女に「今日か
らあなたはトゥチです」と言った。 

・ 例えば，もしあなたが同じ教室で勉強して
いるとして，この人はフトゥである。フト
ゥがこのようにペンを取り上げる。教師は
教室の中にいますが，教師は何も言わな
い。 

・ もしあなたが勉強をしなかったら，職を得
ることはできない。もしよく勉強をすれ
ば，よりより人になることができる。その
ため，フトゥ政権はトゥチに勉強をさせる
のをやめさせた。彼らは，トゥチに対する
ジェノサイドを計画した。なぜなら，彼ら
は国内で高い地位を得たかったからであ
る。 

 

教師が例を挙げる場面は，当時のフトゥ政権が，

トゥチに対して行ったことを，丁寧に説明をする

様子が見られた。フトゥ政権の悲惨さを強調して

おり，帰還者としてのアイデンティフィケーショ

ンをしていると考えられる。 

また，「教師の意見を示す」ジャンルも見られ

た。特に、ジェノサイドの終結に関する箇所で見

られた。 

 

表 8 教師の意見を示した場面 

・ （フレッド・ギサ・ルウィゲマは）英雄。
最高な英雄。最高である。ウガンダから来
たこの軍は，フレッド・ギサ・ルウィゲマ
に率いられた。彼らが我が国に到着しよう
としたとき，ルウィゲマが死亡した。ルウ
ィゲマの死後，私たちも知っている大統
領，ポール・カガメはアメリカにいた。大

統領のポール・カガメはアメリカから来
て，軍を率い始めた。私たちの最高な大統
領。最高な大統領。最高な大統領。 

・ 彼ら（RPF）の目的は，殺されかけている
人々を支えることだった。彼らは戦い，戦
い，戦い，戦い，戦い，そして政権を得
た。国を獲得した。国を獲得した後，殺戮
行為が止まった。 

 

 RPF の活動を説明した部分であるが，教科書に

記載されている内容より，丁寧に補足説明をして

いる。さらに，最高な（best）という単語を多用

して，説明している。ことばの選択から，帰還者

としてアイデンティフィケーションをしている

と考えられる。 

 教師へのインタビューより，教科書に記載のな

い事柄を補足して説明していることについて，以

下のような発言があった。 

 

教科書に載っていないことでも，私たちは

ジェノサイドに関する情報をあらゆるとこ

ろから得ることができる。例えば，ジェノ

サイド追悼期間中には，全員がジェノサイ

ドについて述べている。もし教科書に載っ

ていなかったとしても，知ることができる。 

 

つまり，教師は教科書に載っていない事柄でも，

ジェノサイドに関する知識は，児童たちの日常生

活の中で習得することができるため，補足説明を

することで，ルワンダの歴史について理解を深か

めさせようとしていると考えられる。 
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4.2  ディスコース群との関連において 

4.2.1  we/our/us の扱い 

教師は，自国の歴史を説明する際に，頻繁に we

を使用していた。We は自分を表象するが，使用

される場面によって，アイデンティフィケーショ

ン的意味が異なっていた。 

 

表 9 We が使用される場面 

・ 私たちはまだ脆弱なリーダーシップである
か。私たちはもはや脆弱なリーダーシップ
ではない。なぜなら，私たちの国はとても
優秀な大統領によって牽引されているから
だ。 

・ 彼（ポール・カガメ）は，とても優秀な人
だ。なぜなら，彼は最善を尽くしているた
め，私たちが争いなく生きることができて
いるからだ。 

・ 彼ら（RPF）は，悪い人々と戦い始めた。
そして近年，彼らのおかげで私たちは幸せ
で平和な国に暮らしている。 

・ 私たちは全員が平等である。もし，誰かが
あなたのところへ来て「私のことを称賛し
ろ。私はこれで，あなたはあれだ」と言っ
てきたら，「私たちは全員ルワンダ人だ」
と言いなさい。フトゥもトゥチもトゥワも
いない。私たちは全員が平等だ。私たちは
同じ国に住む市民である。 

 

上記のように，私たちという単語は，ルワンダ

国民を表して使用されている。しかし，このルワ

ンダ国民は，帰還者としての立ち位置を表してい

る。加害者のみならず，生存者の中には，RPF が

進軍してきたことをよく思っていない人々もい

る（鶴田 2018）。しかし教師は，植民地支配前の

正しさを強調し，RPF の実績を強く称えている。

このことより，帰還者のアイデンティフィケーシ

ョンをしていると考えられる。 

  また，ジェノサイドの追悼期間について，we を

用いて言及している。 

 

表 10 追悼期間に関する説明場面 

・ あなたたちも知っているように，私たちは
ジェノサイドで殺された人々を追悼する期
間にいる。4 月から 7 月，私たちは追悼期
間である。 

・ あなたたちも知っているように，私たちは
4 月から 7 月に追悼する。今は 5 月である
ため，私たちはトゥチに対するジェノサイ
ドで殺された人々を追悼する期間にいる。 

 

ジェノサイドの追悼期間は，ルワンダの中でも

とりわけ重要な期間であり，その周辺時期には，

エスニック・イデオロギーに関する取り締まりも

強くなり，逮捕者が出ることもある。特に，加害

者は全員での追悼を受け容れられないと考えら

れる。しかし，教師は，教科書にある通り，ジェ

ノサイドをルワンダ国民全員で追悼すべき出来

事として，授業の中で繰り返し述べていた。ここ

で we に表されている表象は，帰還者のアイデン

ティフィケーションをしていると考えられる。 

 

4.2.2  country の扱い 

Country という言葉自体は，国を表象するが，

前後の文脈でアイデンティフィケーションが異

なる。前項で，we/our/us について述べたが，これ

に関連し，country と our が結びつく場面が見ら

れた。 
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表 11 国に関する説明場面 

・ 当時，私たちの国はベルギーとドイツの植
民地であった。 

・ 彼（ハビャリマナ大統領）が 1973 年に私
たちの国を統治し始めた。 

・ グレゴワール・カイバンダが 1962 年から
1973 年まで，私たちの国を統治した。 

・ RPF は，私たちの国に起こっている悪いこ
とを見た。そして彼らは，ウガンダから来
て，私たちの国の市民を殺している人々に
対して戦い始めた。 

 

上記の country は，ルワンダを表象しているこ

とになるが，ルワンダとの固有名詞を使用せず，

私たちの国という表現を使用していることで，よ

り国への帰属意識の表れを見受けられる。いずれ

も使用されている場面が，植民地時代やジェノサ

イド前のフトゥ政権のことを説明する際に用い

られている。 

また，RPF の功績を説明する場面でも，country

という表現が使用された。特に，「私たちの国の

市民」と表象されている部分について，文脈より

これは被害者のトゥチを表していると考えられ

る。市民全体を被害者と表現することより，フト

ゥを除外したアイデンティフィケーションが見

受けられる。 

 

4.2.3  Rwanda の扱い 

Country と比較して，Rwanda という単語は，比

較的本単元の前半で使用されることの方が多く，

全体としての頻度もより高かった。 

また，特に Rwanda という用語が用いられた場

面は，ルワンダ人全員が平等であることを伝える

場面である。 

 

表 12 Rwanda の使用場面 

・ 今日，ルワンダは，毎年 4 月 7 日から 7 月
3 日までの 100 日間，トゥチに対するジェ
ノサイドで殺害された人々を追悼する。あ
なたたちも知っているように，ヨーロッパ
人が来る前は，すべてのルワンダ人が平等
だった。 

・ 私たち全員が平等である。もし，誰かがあ
なたのところへ来て「私のことを称賛し
ろ。私はこれで，あなたはあれだ」と言っ
てきたら，「私たちは全員ルワンダ人だ」
と言いなさい。 

・ 私があなたのところへ行き，愛していると
伝える。なぜなら何も必要はない。私たち
全員はルワンダ人であるからだ。 

 

上記のように，「私たちはルワンダ人」とい

う政策を強く反映した授業が展開されていた。

「私たちはルワンダ人」という表象は，構成員

の多くが帰還者である政府の考えを表してい

るため，帰還者のアイデンティフィケーション

をしていると考えられる。 

 

4.2.4  Ethnic の扱い 

ルワンダでは，エスニシティは存在しないとさ

れているため，教科書にもエスニシティという用

語を使用せずに，加害者としてのフトゥ，被害者

としてのトゥチの印象が色濃く表れていること

が明らかとなっている（田島 2022）。しかし，教

師は授業中，ethnic(ity)という用語を用いて，児童

に説明を行っていた。 
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表 13 ethnic(ity)の使用場面 

・ 誰かルワンダのエスニックの例を挙げられ
る人はいるか？誰か例を挙げられるか？そ
れは，フトゥ，トゥワ，そしてトゥチであ
る。 

・ ・あなたたちも知っている通り，ルワンダ
にはかつて 3 つのエスニックがあった。フ
トゥ，トゥチ，トゥワである。同じエスニ
ック集団は，何らかの関係を持っていた。 

・ ルワンダでは，あなたたちも知っているよ
うに，エシック（ethic），エスニック
（ethnic），エシックス（ethics），これはエ
シックスか？（黒板を見る）いや，エスニ
ック。 

 

こうした発言をすることは，政府の方針とは異

なるものである。3 つのエスニシティの分類を説

明することで，児童たちはより自国の歴史を認識

することになる。 

さらに，教師自身も，当時の年齢から，エスニ

シティという単語の使用が控えられた環境で育

ってきていると考えられる。そのため，エスニッ

クという単語を知らないまま，説明をする様子も

見られた。自身で黒板に写した教科書の文言を確

認しながら，エスニックの単語を読み上げる様子

があった。エスニックについて，単語の理解も曖

昧なまま，児童たちに伝えようとしていたことに

なる。ここから，教師としてのアイデンティフィ

ケーションをしていると考えられる。 

一方で，現政権と同一のエスニシティへの見解

を示しながら，児童へ教授する様子も多く見られ

た。 

 

表 14 エスニシティの存在を否定する場面 

・ すべてのルワンダ人が平等である。フトゥ
も，トゥチもトゥワもいない。 

 

No という用語を使用して，エスニシティの存

在を強く否定している。この no を用いた表象は，

帰還者のアイデンティフィケーションをしてい

ると考えられる。 

「先祖返り」をした RPF 政権の解釈通りに，

植民地化以前のルワンダに存在したとされる国

民統合（national unity）を強調している。 

 

表 15 植民地化以前の国民統合を示す場面  

・あなたたちも知っている通り，ヨーロッパ
人が来る前のルワンダは，全員が平等であ
った。 

・ルワンダ人が自分たちで国を支配していた
時代，政府はトゥチによって統治されてい
た。王国時代，トゥチによって統治されて
いた。 

・彼らはルワンダ人を 3 つの社会的集団に分
類した。それがフトゥ，トゥチ，トゥワで
ある。 

 

このように，植民地化以前のトゥチの王国時代

の平和を強調し，ジェノサイドの原因を植民地支

配と断定する様子が，授業内でも見受けられた。

これは特に，帰還者としてのアイデンティフィケ

ーションを強く表している。 

さらに，トゥチ全員が被害者であることを示す

表象も，all Tusti という表現を使用して表されて

いた。 
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表 14 トゥチが被害者であることを示す場面 

・ トゥチに対するジェノサイドは，すべての
トゥチを殺害することが目的とされてい
た。 

・ すべてのトゥチを虐殺するという考えは，
1990 年に合意された。 

 

断定的な all という表象は，トゥチ全員が被害

者であることを強調しようとしている。 

以上のように，表象からは，歴史の教授法に，

一部矛盾が見られたように思う。教師として，国

で起きたことを丁寧に説明しようとするスタイ

ルと，帰還者として，エスニシティの存在を否定

しながら，歴史解釈を進めていくスタイルである。 

 

4.3  スタイルとの関連において 

教師の授業内でのジャンルおよびディスコー

ス群から，当該教師は，少なくとも 2 つのアイデ

ンティティのもとで授業を展開していた。1 つは，

当然であるが，教師としてのアイデンティティで

ある。児童の前に立つ教師は，自然と教師のアイ

デンティティのもとで，行為や発話がなされるこ

とになる。そのなかで，児童たちの様子を見なが

ら，補足説明や問いの投げかけをしていくことで，

教師としてのアイデンティフィケーションを構

築している。 

しかし，教師としての行為や発話が，エスニシ

ティに関連したアイデンティフィケーションを

見せている。特に，教科書の内容を中心に伝えて

いくという授業方法では，帰還者としてのアイデ

ンティフィケーションが強く表れる。補足説明で

は，特に教師自身の政治的信念等も関連してくる。

ルワンダでは，政党もエスニック集団と関連して

いるため，帰還者のアイデンティフィケーション

を強める形となった。 

結果，今回の事例の教師の授業には，教師とし

てのアイデンティフィケーションが強まれば強

まるほど，帰還者としてのアイデンティフィケー

ションの意味がより表れる結果となった。そうい

った意味で，2 つのアイデンティティが混在して

いることとなる。そしてそれらは，現政権の見解

を強調するような授業展開へと導いていた。しか

し，2 つのアイデンティティが，いわば矛盾した

授業展開を生むこともあった。特に，教師が丁寧

にジェノサイドの原因を説明しようとする場面

では，エスニシティという用語を使用しない教科

書との方針との違いを生む結果となった。 

 

5  考察 

5.1  教師が授業内で強調するトピックとアイデ

ンティティ 

今回の事例において，教師が単元内で強調して

いたトピックと，現政権の方針については下記の

通りである。 

 

表 15 政府と同じ方針で強調されるトピック 

・ 植民地化以前の国民統合 

・ 入植者による国の分断 

・ 現政権 RPF が国を救ったとの意識 

・ エスニシティの存在の否定 

・ 現在のルワンダ国民は全員平等であるとの
意識 

 

表 16 政府と異なる方針で強調されるトピック 

・ かつてはフトゥ，トゥチ，トゥワという 3

つのエスニシティが存在した 

 

教師の伝える歴史内容は，帰還者としてのアイ

デンティティに基づくものが多くみられた。それ

は，帰還者である現政権の語る歴史を強調するも
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のだった。教授内容は，帰還者としてのアイデン

ティフィケーションを表している。その一方で，

教科書には記載のない 3 つのエスニシティにつ

いて具体的に言及しながら，授業を展開していた。

教師がこのような事柄を説明した背景には，児童

は日常生活の中でエスニシティに関する知識を

持っていると考えている点，エスニシティについ

て説明することで，ジェノサイドに関する理解が

深まると考えている点の 2 点が挙げられる。こ

れは，教師としてのアイデンティフィケーション

が働いていることとなる。つまり，教師は，RPF

への忠誠心や国民平等に対する強い意識を強調

しながらも，エスニシティを隠しきることができ

ていないと考えられる。政府の目指すナショナ

ル・アイデンティティの形成について，政府の方

針と教室の実践方法における矛盾が生じている。 

 

5.2  ルワンダにおけるナショナリズムの類型 

現状，ルワンダにおけるナショナリズムは，エ

スニック・ナショナリズムと言えるであろう。な

ぜなら，エスニシティによる分類を廃止した今で

も，政権を握っているのは帰還者であり，政府の

方針を見ると，エスニックな共通性に基づいた国

民統合を行っていると言うことができるからで

ある。しかし，ジェノサイドが終結して 30 年を

迎えようとしているルワンダでは，35 歳以下の

人口が 78％を占める（UNDP 2024）。ジェノサイ

ドを経験していない世代が増えることにより，正

史に疑問を抱く人々も減少し，政府による見解が

ルワンダ国民全員にとって正統性を帯びるもの

となっていく可能性がある。つまり，どの時代に，

誰から見たときのナショナリズムであるのかに

よって，その類型は異なってくる。そして，当然

のことながら，目指されるナショナル・アイデン

ティティも変化し，その類型が異なってくる。 

6  おわりに 

  本研究では，ルワンダの小学校での授業実践を

ケーススタディとして扱い，歴史教育がどのよう

にナショナル・アイデンティティの形成に寄与し

ているのかを明らかにしてきた。教師の授業内で

の行為は、教師としてのアイデンティフィケーシ

ョンが見られたが、教授内容は帰還者としてのア

イデンティフィケーションを表していた。エスニ

シティによる分類を廃止し、統一的なルワンダ人

というナショナル・アイデンティティの形成を目

指す政府の方針と、相反する場面が見られた。 

  最後に、本研究の課題を示し、今後の研究課題

としたい。第 1 に、本研究では一つの単元に絞っ

て調査を行ったため、歴史的単元の全体として、

どのようにアイデンティティが表れているのか

を見ることができなかった点である。第 2 に、ケ

ーススタディとして 1 校のみを扱ったため、そ

の他の地域ごとの特色を見ることができなかっ

た点である。第 3 に、児童自身の意識について調

査をすることができなかった点である。 

 

注 

（１） 政府の公式見解は 100 万人以上であるが，

研究者の間では 50～80 万人とされており，犠

牲者の数には幅がある。詳細は，Prunier（1997）

や Straus & Waldorf（2011）を参照。 

（２）ただし，実際にフトゥの「生存者」も存在

しており，教科書でもそのことに関する記述

がある。 

（３）2019 年 5 月 13 日実施。 

（４）2019 年 5 月 15 日実施。 
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Abstract 

In recent years, the significance of early childhood education (ECE) has been widely acknowledged, given its impact on 

children's later outcomes or its high return on investment. At the same time, it is supported by the notion of human rights, 

particularly underpinned by two global movements: ‘Education for All (EFA)’ and the ‘Sustainable Development Goals 

(SDGs).’ This paper examines the trajectory and current status of ECE in Southeast Asia, considering both global influences 

and regional initiatives. These efforts and policies have shaped and contributed to the expansion of ECE in Southeast Asia. 

However, significant gaps remain between countries, and even within individual countries. Additionally, policies and 

standards often lack sufficient funding, resulting in poor implementation. In the second half of this paper, I identify the 

characteristics of ECE in Southeast Asia through the indicators of access, quality and inclusiveness. By doing so, I aim to 

highlight common issues and the unique challenges each country faces. This paper is based on an unpublished report, with 

first half presented in this volume. The second part, focusing on country-specific characteristics and future challenges, will 

be submitted in the next volume. 

Keywords：early childhood education, Southeast Asia, access, quality, inclusion 
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Early Childhood Education in Southeast Asia (Part 1): 
Challenges and Progress in Access, Quality, and Inclusiveness 

 

1. Introduction 

In recent years, the importance of early childhood 

education (ECE) has been widely recognized across 

different fields, including educational development. 

As pointed out by UNESCO (2023), providing 

children with appropriate care and education during 

the early stages of development has a significant 

impact on their later outcomes. These effects have 

been demonstrated through various studies (e.g., 

Schweinhart, 2004). In addition to developmental 

benefits, another strand of research has identified the 

importance of ECE as offering a high rate of return on 

educational investment (e.g., Heckman, Moon, Pinto, 

Savelyev, & Yavitz, 2010). From a policymaker’s 

perspective, ECE has become essential for 

maximizing the economic impact of a country's 

human capital. 

On the other hand, ECE is now justified not only by 

its effects but also by the notion of human rights. Two 

global movements have underlined this aspect: 

‘Education for All (EFA)’ and ‘Sustainable 

Development Goals (SDGs).’ Driven by these 

movements, ECE has gained prominence as an 

important development target. 

This paper describes the past trajectory and current 

status of ECE in Southeast Asia. It is true that global 

trends have encouraged donor funding for the ECE 

subsector in each country and promoted the 

development of ECE in accordance with international 

standards. Nevetheless, it should be noted that 

Southeast Asian countries have been long working on 

their own initiatives. Even amid global trends, there 

has been a need to implement policies and practices 

that take into account their unique socio-cultural 

contexts. Therefore, when describing ECE in 

Southeast Asia, it is necessary to pay attention to both 

global and local aspects. 

This paper is based on an unpublished report, with 

first half presented in this volume. The second part, 

focusing on country-specific characteristics and future 

challenges, will be submitted in the next volume. In 

this paper, first, I provide an overview of global and 

regional initiatives. Second, I identify the 

characteristics of ECE in Southeast Asia through the 

indicators of access, quality and inclusiveness. 

 

2. Global and regional movements undergirding 

early childhood education and development 

2.1 Global movements 

It is worth highlighting two milestones in the global 

trend. The first is ‘Education for All (EFA),’ and the 

second is ‘Sustainable Development Goals (SDGs).’ 

With these two in mind, I will outline below the 

history of ECE in educational development. 

The Jomtien Declaration is an indispensable 

milestone in the history of educational development. 

This declaration emphasizes the importance of early 

childhood care and education (ECCE), with the 

remarkable sentence, “Learning begins at birth” 

(World Conference on Education for All, 1990, p. 5). 

At this point, ECE came to constitute part of basic 

education (Miwa, 2016). Later, in 2000, the World 
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Education Forum was held in Dakar, where the ‘Dakar 

Framework for Action’ was adopted. Here too, the 

need to expand and improve early childhood 

education was emphasized (World Education Forum, 

2000, p. 8). However, the Millennium Development 

Goals (MDGs) formulated at the United Nations 

Millennium Summit held in the same year focused on 

primary education, and ECE was not directly included 

as a goal. Nevertheless, as Kuroda (2014) points out, 

these two frameworks constituted a dual structure, and 

the goals set forth therein were accepted as a whole. 

Following these frameworks, the EFA Global 

Monitoring Report was published by UNESCO until 

2015, objectively showing the progress towards each 

goal. However, insufficient progress was made in 

expanding and improving early childhood care and 

preschool education (UNESCO, 2015). 

As another milestone, the Sustainable 

Development Goals (SDGs) were adopted in 2015. 

Among these, SDG4 focuses on quality education, 

and SDG4.2, a goal for early childhood education, 

has been set: 

 

“By 2030, ensure that all boys and girls have 

access to quality early childhood development, 

care and pre-primary education so that they are 

ready for primary education” (UNESCO, n.d.-c) 

 

This goal is further divided into five categories: 

proportion of children who are developmentally on 

track (4.2.1), percentage of children participating in 

organized learning one year before entering primary 

school (4.2.2), goals related to the learning 

environment at home (4.2.3), gross early childhood 

education enrolment ratio (4.2.4), and number of years 

of free and compulsory pre-school education 

guaranteed in the legal system (4.2.5) (UNESCO, 

n.d.-b). As discussed later in Part 2, in response to 

these goals, some Southeast Asian countries have 

incorporated these numerical targets into their 

strategic plans and sector plans for 2030. 

Other actors involved in global educational 

development, such as the World Bank and the OECD, 

have also made significant contributions to the field of 

ECE. While concrete examples seen in each country 

will be introduced in Part 2, below I will briefly 

highlight the role played by UNICEF. 

It has been noted that UNICEF has been 

collaborating with the World Bank since the late 1990s, 

prioritizing early childhood development (ECD) 

(Miwa, 2016). In 2002, the Early Learning and 

Development Standards (ELDS) were developed to 

create standards and indicators that can be used to 

document children's development and learning 

(Kagan & Britto, 2005). Furthermore, through 

concepts such as child-friendly schools, policies have 

been set out to bridge the gap between ECD and 

primary education (UNICEF, 2008). Among the many 

initiatives undertaken by UNICEF, one of the most 

important is the Multiple Indicator Cluster Surveys 

(MICS). This international household survey program, 

developed in the 1990s, has been implemented in 

more than 115 countries (UNICEF, n.d.). Six rounds 

have been conducted, with a seventh planned 

(UNICEF, n.d.). It consists of about 130 indicators, 

including household information, water and sanitation, 

children's education, health and nutrition, and 

maternal health (UNICEF, n.d.). The information 

collected through it is said to be related to 33 

indicators in SDGs (UNICEF, n.d.). In relation to 4.2, 
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it is a valuable source of information, particularly for 

tracking the achievement of 4.2.1 regarding child 

development. Furthermore, in countries where it is not 

possible to collect data on infants and young children, 

the data obtained from MICS and the analyses 

conducted by researchers based on it are of great 

significance. 

 

2.2 Regional movements 

In conjunction with the above-mentioned global 

movements, regional organizations took initiative to 

foster ECE within Southeast Asia. The 45th 

conference of the Southeast Asian Ministers of 

Education Organization (SEAMEO) held in 2010 

affirmed the importance of ECCE in the region’s 

development agenda (SEAMEO & UNESCO, 2016). 

This commitment was incorporated into the eighth 

Five-Year Development Plan for the period from 2011 

to 2016, leading to various research and development 

efforts. 

The SEAMEO Regional Center for Educational 

Innovation and Technology (INNOTECH) plays a 

major role in this, conducting research on quality 

assurance policies, implementation, and evaluative 

tools. In 2011, funded by SEAMEO INNOTECH’s 

Regional Education Program (SIREP) and in 

collaboration with the Asia-Pacific Regional Network 

for Early Childhood (ARNEC), the center 

implemented a project to improve the quality of ECD 

in Southeast Asia (SEAMEO INNOTECH, 2011). 

These efforts aim to enhance the quality of ECE, 

rather than merely expanding access to it, and thereby 

have significant importance in relation to SDG4. 

Childcare workers also serve as an integral part in 

terms of the quality of ECE. In 2014, ‘Early 

Childhood Teacher Development in Southeast Asia’ 

was launched as a joint project between UNESCO and 

SEAMEO (SEAMEO & UNESCO, 2016). This 

project clarified the current situation surrounding 

childcare workers through surveys, resulting in the 

creation of a regional guideline (SEAMEO & 

UNESCO, 2016). 

Developments since the adoption of the SDGs in 

2015 include the 2016 Putrajaya Declaration, the 2017 

Pasifika Call to Action on ECD, the 2018 Kathmandu 

Statement of Action, and the 2019 Ha Noi Call to 

Action. The 2018 Kathmandu Declaration of Action 

established five priority areas based on the Putrajaya 

Declaration and preceding calls, emphasizing the 

importance of a multi-sectoral approach as in the 

global agenda (UNESCO Office Bangkok and 

Regional Bureau for Education in Asia and the Pacific, 

2018). A multi-sectoral approach provides integrated 

support to children across different fields such as 

health, education, nutrition, and social services (Miwa, 

2013). 

In 2021, UNESCO and UNICEF issued a report 

examining the achievements of SDG4 in the Asia-

Pacific region over the past five years (UNESCO & 

UNICEF, 2021). Although there has been a steady 

increase in participation rates and gross enrollment 

ratio, large gaps within the region have been identified 

as an issue (UNESCO & UNICEF, 2021). It was also 

pointed out that there are gaps in achieving the goals 

for other indicators such as developmental status 

(UNESCO & UNICEF, 2021). In the Southeast Asian 

region, a trend has formed in which countries are 

working together to expand and improve ECE. While 

some progress has been made, achieving SDG4.2 is 

still a long way off. 
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3. Unpacking ECE in Southeast Asia through 

indicators 

So far, I described an overview of ECE policies and 

initiatives from both global and regional perspectives. 

In this section, I will identify the commonalities and 

differences within the region through the lens of 

indicators related to access, quality, and inclusiveness. 

 

3.1 Access 

The most basic indicators for comparing the 

situation in each country are the gross enrollment rate 

(GER) and the net enrollment rate (NER). In this 

section, I will present figures for the NER. At the 9th 

Technical Cooperation Group meeting in 2022, the 

OECD Secretariat announced that while the GER had 

been used as an indicator in SDG4.2.4, the NER 

should be used instead (Technical Cooperation Group, 

2022). The reason for this is that while the former 

measures the number of people enrolled in ECE 

regardless of age, the latter more accurately counts the 

number of people in the age group who should be 

enrolled (Technical Cooperation Group, 2022). 

Previously, the GER was calculated for the entire ECE 

subsector. However, ECE was defined as pre-primary 

education before the transition to primary education, 

and early childhood educational development, the 

stage before pre-primary education, and it was 

proposed to calculate the NER at each stage 

(Technical Cooperation Group, 2022). 

ECE has been classified as ISCED level 0 in 

UNESCO's International Standard Classification of 

Education (ISCED). According to the ISCED manual 

(OECD/Eurostat/UNESCO Institute for Statistics, 

2015), ECE “support[s] children's early cognitive, 

language, physical, social and emotional development 

and introduce young children to organized instruction 

outside of the family context” (p. 20). This includes a 

wide range of ECE prior to primary education. It is 

further divided into early childhood educational 

development and pre-primary education, designated 

as ISCED level 01 and level 02, respectively 

(OECD/Eurostat/UNESCO Institute for Statistics, 

2015). The former includes ‘educational content 

designed for younger children (in the age range of 0 to 

2 years)” (p. 20), while the latter is “designed for 

children from age 3 years to the start of primary 

education” (p. 20). 

The actual classification differs from country to 

country. Table 1 summarizes the ISCED classification 

of Southeast Asian countries regarding ECE based on 

UNESCO (n.d.-a). 

 

Table 1 

ISCED Classification in Southeast Asian Countries 

  ISCED level 

01 

ISCED level 02 

Brunei - Kindergarten (3-5) 

& PreSchool (5)  

Cambodia EC program 

(0-2) 

Preschool (3-5) & 

home or 

community-based 

pre-primary (3-5) 

Indonesia Programs (0-

2, and 3-4)  

Kindergarten (5-6) 

Lao PDR Nursery (0-2) Kindergarten (3-5) 

& Pre-primary (5) 

Malaysia - Pre-school (4-5) 

Singapore Infant Care 

(2)  

Nursery (3) & 

Kindergarten (4-5) 
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Thailand Learning and 

childcare 

(1.5-3) 

Pre-primary (3-5) 

The 

Philippines 

- Kindergarten (5) 

Timor-

Leste 

- Pre School (3-5) 

Viet Nam Crêche (0-2) Pre-primary 

education (3-5)  

Source: The author created the table based on 

UNESCO (n.d.-a). 

 

Figure 1 compares the NER for pre-primary 

education (ISCED level 02) across countries. The data 

are all in 2018, except for Vietnam, where 2018 data 

is missing and thereby, I use the 2020 data. While the 

average is 58%, Myanmar, Cambodia, and Timor-

Leste stand out as significantly below average. The 

figure shows that there are large disparities within the 

region and implies that each country faces different 

challenges. 

When comparing enrollment rates, it is important to 

note that the age groups for which these rates are 

calculated differ. The above data is for pre-primary 

education, ISCED level 02. However, if you refer to 

Table 1, you will see that although the majority are 3-

5 year-olds, there are exceptions such as Indonesia 

with 5-6 year-olds and Malaysia with 4-5 year-olds. 

Particular attention should be paid to the Philippines, 

where only 5-year-olds are eligible, as the rate would 

be lower if younger children were included. 

 

 

 

 

Figure 1  

NER for Pre-Primary Education (ISCED level 02) in 

Southeast Asia 

 
Source: The author created the figure based on UIS 

(n.d.). 

Note. For countries other than Vietnam, I used the 

2018 data. For Vietnam, I used the 2020 data, as it is 

the most recent data available. Data for Myanmar was 

not available when writing this manuscript. 

 

Figure 2  

NER for ISCED level 02 in Southeast Asia 

 

Source: The author created the figure based on UIS 

(n.d.). 

Note. I used the 2019 data. However, for Camboadia, 

the 2020 data is only available. Data for Myanmar was 

not published in writing this manuscript. 
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Figure 2 shows the NER limited to ISCED level 01. 

Brunei, Malaysia, the Philippines, and Timor-Leste 

have no ISCED level 01 definition, so the value is 0. 

Cases like Timor-Leste, where there are few facilities, 

are a problem. However, situations like those in the 

Philippines and Malaysia, where facilities exist but no 

data are collected, also need to be addressed. 

Additionally, overall, there is little access to ECD, the 

stage before pre-primary education. 

 

3.2 Quality 

One of the most basic factors often used to compare 

the quality of ECE in different countries is the teacher-

pupil ratio. In addition, government agencies, such as 

the Ministry of Education, have established standards 

for ECE facilities to ensure their quality. However, 

many assessments rely on external and infrastructure-

related indicators such as facility area, number of 

teaching staff, availability of educational materials, 

and hygiene and safety standards. Using such 

objective indicators is reasonable for managing the 

large number of facilities across the country. However, 

the problem lies in the fact that these indicators do not 

measure the quality of the care and education children 

receive or the outcomes of their performance. 

To address these issues, several international 

indicators have been developed. One such tool is the 

International Early Learning and Child Well-being 

Study (IELS) by the OECD, which also manages PISA 

and other projects. IELS conducts country-specific 

assessments for children aged 5 in four early learning 

areas: reading, writing, numeracy, autonomy, and 

social and emotional skills (OECD, 2020). However, 

it is currently implemented in only three countries 

(OECD, 2020). Moss and Urban (2020) argue that 

while the test provides useful information about 

disparities related with gender and socio-economic 

backgrounds, the inherent Anglo-Saxon cultural bias 

makes international comparisons difficult. 

Another important tool is Measuring Early 

Learning Quality and Outcomes (MELQO), 

developed in collaboration with UNESCO, UNICEF, 

the Brookings Institution, and the World Bank. 

MELQO features open-source measurement tools 

based on the participation of experts and local 

stakeholders, along with a review of existing tools 

(UNESCO/UNICEF/Brookings Institution/World 

Bank, 2017). The measurement items can be modified 

to align with the context of different countries (Raikes 

et al., 2019). Furthermore, tools like Save the 

Children's International Development and Early 

Learning Assessment (IDELA) and the Early 

Development Instrument (EDI) have been developed, 

alongside instruments for children aged 0 to 3 (Raikes, 

2024).  

In response to these developments, Raikes (2024) 

proposes three policies for utilizing preschool 

education data in policy formation, particularly in 

low- and middle-income countries; prioritizing and 

encouraging investment in ECE in an evidence-based 

manner; using data to help parents make informed 

decisions and influencing the ECE sector; and using 

data to inform childcare provider development and 

training. (Raikes, 2024, p. S186). 

Although national-level implementation may still 

be a long way off, there are reports of these 

assessments being used in combination with a 

Management Information System in countries like 

Indonesia, where demonstration experiments are 

being conducted. (Raflesia, Sasongko, & Somantri, 
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2021). 

Nevertheless, a significant concern with such 

performance evaluations is their potential bias 

towards academic indicators that are dependent on 

elementary education. This tendency is particularly 

strong in systems with selective processes at the 

elementary school entrance stage or where 

competitive principles are emphasized. As ECE 

increasingly becomes viewed from a human-capital 

perspective, this dilemma surrounding assessment is 

expected to become even more pronounced. 

Lastly, the issue of curriculum and teaching 

methods is closely linked to discussions of quality. To 

achieve desired development and learning outcomes, 

it is crucial to implement appropriate measures. 

Specifically, this includes shifting from teacher-led 

padagogy to child-centered learning and appropriately 

incorporating the elmenet of play. It is important to 

compare and examine the extent to which these 

methods are being implemented in Southeast Asian 

countries. 

 

3.3 Inclusion and public spending 

As I show in the subsequent paper (Part 2), 

disparities exist among various demographic and 

sociocultural groups in each country. These disparities 

were caused by factors such as household socio-

economic status, ethnicity, religion, and region of 

residence (particularly, urban versus rural). In 

mainland Southeast Asia, access has been a particular 

issue for people living in remote areas such as 

mountainous and border regions. The gender of the 

child and whether or not they have a disability were 

also important factors. 

These attributes had a significant impact on access 

to ECE. Importantly, even when access is possible, the 

quality of the available education is an issue. Lack of 

physical and human resources may limit opportunities 

for quality preschool. In addition, where childcare 

centers and kindergartens depend on private sector or 

community management, these disadvantaged areas 

with insufficient funding may have difficulty hiring 

high-quality childcare workers. 

 

Figure 3  

Percentage of Public Spending on Education in GDP 

 

Source: The author created the figure based on UIS 

(n.d.). 

Note. I used the data in 2019, except for Bruinei. For 

Bruinei, I used the 2016 data, for it is the most recent 

data available. 

 

Public spending is essential to break this vicious 

circle. Figure 3 shows expenditure on education as a 

percentage of gross domestic product (GDP) by 

country. This includes not only ECE, but the other 

subsectors of education as a whole, revealing large 

differences between countries. 

While data on total spending on education is readily 

available, there is only limited data on how much is 

spent specifically on ECE. The exception is Kim and 
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Umayahara (2015), but they use old data from 2007. 

Table 2 shows, from different sources, how much 

money each country spends on ECE as a percentage 

of education expenditures. No figures were found for 

Brunei, Cambodia, and Singapore. Furthermore, in 

Myanmar and the Philippines, the budgets for primary 

education and ECE are not separated, making it 

unclear how much money is being invested in the 

latter. For Indonesia, I was only able to find the 

percentage of GDP. Please note that the number in 

Figure 3 is from 2019, whereas that in Table 2 is from 

2022. Despite the difference, it is apparent that only a 

very limited percentage of expenditure is being made 

in Indonesia. 

 

Table 2 

Percentage of Spending on ECE in Total Education 

Expenditure 

Country Number Source 

Brunei NA - 

Cambodia NA - 

Indonesia 0.04% (in 

GDP) 

(2022)  

O’Donnell et al. 

(2022)  

Lao PDR 9.3% 

(2020) 

MOES (2020) & 

Viraphanh (2023) 

Malaysia 2% (2020)  Kong (2022) 

Myanmar Not 

separated 

from 

primary 

education 

- 

Singapore NA - 

Thailand 11% (2016)  Shaeffer & 

Perapate (2022) 

The 

Philippines 

Not 

separated 

from 

primary 

education 

- 

Timor-Leste 5.6% 

(2020) 

Thornton & de 

Araujo (2022) 

Viet Nam 18% (2018)  Nguyen & Boyd 

(2022) 

Source: The author created the table based on sources 

shown in each row. 

 

This is consistent with the fact that only 2% of 

kindergartens in Indonesia are operated with public 

funds (Kemendikbud, 2020). Vietnam also spends a 

relatively large amount on education (see Figure 3), 

and a significant proportion of the expenditure is 

allocated to ECE. It can also be seen that Thailand 

spends a large proportion of its education budget on 

ECE compared to other countries. Thailand is a 

country with small regional disparities in terms of 

access, and Buain and Pholphirul (2022) emphasized 

the role played by child development centers, which 

are often located in rural areas. In the Philippines, a 

similar initiative has been implemented to establish 

child development centers in each village (barangay). 

However, since the grant amount is calculated based 

on the area and population of the relevant 

administrative division (Bustos-Orosa, 2022), it is 

difficult to manage facilities in areas with small 

populations, and this becomes a barrier to eliminating 

regional disparities. 

In Southeast Asian countries (like elsewhere), 

childcare workers have a low social status and are 
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poorly paid. Addressing these issues through public 

spending is necessary. While public-private 

partnerships can be considered as a solution when 

public spending is low, there have been few examples 

of this being implemented effectively. 

Lastly, I will briefly mention some interesting 

phenomena occurring in regional disparities. The 

general trend is that enrollment rates are high in urban 

areas and low in rural areas. However, the opposite 

trend was observed in Thailand and Malaysia. This 

may be due to the success of government measures to 

ensure equal opportunities. However, another 

possibility is the intensifying urbanization and the 

influx of people into urban areas, leading to the 

reversed regional disparity. According to Suzuki 

(2019, p. 2), 29% of Japan’s total population is 

concentrated in Tokyo, whereas Kuala Lumpur marks 

24%, Bangkok 15%, and Manila 13%, indicating 

megacities’s emergence in Southeast Asia. The 

formation of slums is also a problem in these cities. 

Therefore, it is necessary to consider not only the 

disparity between urban and rural areas, but also the 

issue of disparity ‘within’ cities. 
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Appendix 

A. Terminology 

There are multiple terms for ECE in both English 

and Japanese. These terms include early childhood 

education (ECE), early childhood care and education 

(ECCE), early childhood care and development 

(ECD), and pre-primary education. They are used 

differently depending on the distinction between care 

and education, and the stage of the child they target 

(infants or children before entering primary school). 

In this paper, I mean the whole subsector by the term 

of early childhood education (ECE). When focusing 

on care and education for infants, I use early childhood 

care and education (ECCE). Pre-primary education is 

used to refer to education provided before entering 

primary schools (excluding education for infants). 

However, depending on the context, these terms may 

be used interchangeably. Additionally, in some 

literature, ECCE is sometimes referred to as infant 

care and preschool education (Kuroda, 2014; Miwa, 

2016). Furthermore, Hamano and Miwa (2012) 

provide a detailed explanation of early childhood 

https://www.unicef.org/media/66486/file/Child-Friendly-Schools-Manual.pdf
https://www.unicef.org/media/66486/file/Child-Friendly-Schools-Manual.pdf
https://iris.who.int/bitstream/handle/10665/368038/9789240073791-eng.pdf?sequence=1
https://iris.who.int/bitstream/handle/10665/368038/9789240073791-eng.pdf?sequence=1
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development (ECD). 

Regarding preschool teachers and carefivers, 

different terms are used in the Japanese context: A 

childcare worker (Hoikushi) provides care for children 

from 0 years of age, and a kindergarten teacher 

(Yōchien Kyōyu) typically works with children over 

the age of 3. In Southeast Asian countries, similar 

terms such as caregiver and preschool teacher are 

sometimes used. However, there are some countries 

where such classifications do not fit. Therefore, to 

avoid terminological confusion, I refer to them all as 

‘childcare workers.’ 

 

B. Difference between GER and NER 

Both GER and NER are indicators most commonly 

used to describe ECE from the aspect of access. Figure 

A1 compares GER and NER across Southeast Asian 

countries. If the two values differ significantly, it 

suggests that children are either older than the age at 

which they should be enrolled in kindergarten or 

younger children are being enrolled. For Vietnam, 

data for 2018 was missing, but for 2020 it was 56.8%, 

indicating a large difference between the GER and 

NER. This data calculates the enrollment rate for ECE, 

which falls under ISCED level 0. Therefore, as noted 

above, the target age groups differ depending on the 

country. In countries where ISCED level 01 is not 

defined, only level 02 is considered.

Figure A1  

Comparison of GER and NER of ISCED level 0 in 

Southeast Asia (2018) 

 
Source: The author created the figure based on UIS 

(n.d.). 

Note. I used the data from 2018. However, the 2018 

data were not available for Cambodia, Myanmar, or 

Vietnam when writing this manuscript. 

 

C. Health, nutrition, hygiene, and safety 

While performance evaluation in ECE (discussed in 

3.2) is an important perspective, it is also necessary to 

focus on more basic indicators to facilitate cognitive, 

physical, and socio-emotional development. In other 

words, following questions are worth considering: Are 

nursery schools and kindergartens maintaining a 

sanitary environment? Are mosquitoes being 

prevented? Are safety considerations taken into 

account? Do child care workers have knowledge about 

nutrition? If yes, then do they provide children and 

parents with guidance on nutrition? This paper 

primarily refers to educational studies, in which these 

aspects are often overlooked. It is, however, necessary 

to compare the situation in each country regarding 

these foundational conditions for acquiring literacy 

and skills. 
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One example is the proportion of stunting in each 

country. Figure A2 shows the percentage of children 

under the age of 5 who are two standard deviations 

below the median height, based on the Joint Child 

Malnutrition Estimates (JME) from UNICEF, WHO, 

and the World Bank. 

 

Figure A2  

Comparison of Percentage of Stunting based on JME 

in Southeast Asia 

 

Source: The author created the figure based on 

UNICEF/WHO/World Bank (2023). 

 

Prior studies have shown that severe stunting leads 

to cognitive and physical developmental delays in the 

short term, negative effects on IQ and academic 

performance in the medium term, and negative effects 

on income in the long term. (Prado, Larson, Cox, et al., 

2019; Suryawan, Jalaudin, Poh, et al., 2021). 

Importantly, ECE itself is a potential vehicle for child 

nutrition interventions, but it can also serve as a 

platform to provide knowledge to parents. 
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学校教育高度化・効果検証センター 研究紀要 執筆要項 

2018 年 12 月改訂 

 

1. 本研究紀要掲載の論文等の内容は,学校教育の高度化に関係するものとする。 

 

2. 掲載する論文等は未発表のものに限る。 

 

3. 論文等の使用言語は日本語または英語とする。 

 

4. 本研究紀要が掲載する論文等の原稿枚数は下記のとおりとする。ただし,依頼論文など,編集委員会

がとくに指定したものについては,この限りではない。  

(1) 研究論文（日本語） 20 枚以内 

(2) 研究論文（英語） 5,000words 

(3) ワーキングペーパー（日本語） 15 枚以内 

(4) ワーキングペーパー（英語） 3,500words 

 

上記の枚数・語数には,本文の他,タイトル,注記（Notes）,参考文献（References）,図表等を含み,付録

（Appendix）は含まないものとする。 

 

5. 本研究紀要に論文を執筆できる者は,センタープロジェクトに従事している本学教員と大学院学生

および協力研究員（「東京大学教育学研究科付属学校教育高度化・効果検証センターの組織と運営に

関する申し合わせ」参照）とする。センタープロジェクトに従事している他大学大学院学生は,協力

研究員が第一著者となっている場合に第二執筆者以下として執筆することができる。 

 

6. 研究論文およびワーキングペーパー（日本語）のフォーマットは以下のとおりとする。 

 用紙は B5 版縦とし，余白は上下 25.4mm,左右 19mm に設定する。 

 本文のフォントサイズは 9 ポイントで，2 段組み,21 字×35 行で作成する。 

 フォントは，日本語は MS 明朝，英語は Times New Roman を使用する。 

 1 ページ目には，題目（日本語），執筆者名（日本語），題目（英語），執筆者名（英語），Author’s (Authors) 

Note の順に 1 段組みで記載すること。 

- 題目（日本語）は，フォントサイズを主題は 14 ポイント，副題は 12 ポイントにし，フォントを MS

ゴシックにする。 

- 題目（英語）は,フォントサイズを主題は 12 ポイント,副題は 10.5 ポイントにする。 

- 執筆者名（日本語）は 9 ポイント,執筆者名（英語）は 10 ポイントとする。 
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- 題目（日本語），題目（英語），執筆者名（英語）は中央揃え，執筆者名（日本語）は右揃えにする。 

 2 ページ目には，要旨（英語）（150-250 words 程度），キーワード（英語）を５語以内で記載する。

1 段組みで,48 文字×35 行に設定する。 

- “Keywords”の小見出しはイタリック体で記載する。 

 3 ページ目には,題目（MS ゴシック・中央揃え・12 ポイント）,副題目（MS ゴシック・中央揃え・

9 ポイント）を中央揃え・1 段組みで記載してから一行あけて,本文（2 段組み）を始める。 

 本文には適宜，小見出しをつける。章・節・項の表記は,1, 2, 3・・・,1.1,1.2,1.3・・・,1.1.1,1.1.2,1.1.3・・・

とする。 

 章，節，項などの小見出しは，フォントは MS ゴシック・9 ポイント,中央揃えにする（冒頭の英数

字はすべて半角）。 

 句読点は，「，」と「。」に統一する。 

 本文中の英数字は半角を用いる。 

 図表については，図 1・表 1 などのように表記し，通し番号をつける。なお,図表番号は,図の場合は

下,表の場合は上につけ,フォントは MS ゴシック・9 ポイントにする。 

 図や表に関して転記する場合には，著者の責任において原著者，版権をもつ出版社などに許可を得

ること。 

 注はページ脚注とせず，本文の該当箇所に上付きで(1) (2) …などと表記し，原稿末にまとめて列記す

る。 

 原稿末の注は引用文献より前に記載する。注番号は上付きにせず,（１），（２）のように表記する。 

 引用文献はページ脚注とせず，原稿末にまとめて列記する。 

 参考文献の書き方については,原則 APA スタイルを参照し,以下のとおりとする。 

単行本（編者あり）：著者（発行年）「題目」編者名『書名』出版社,頁. 

雑誌論文：著者（発行年）「題目」『雑誌名』巻号,頁. 

学会発表等：発表者（発表年）「題目」第 X 回 X 学会（場所,日にち）発表 

URL：題目[http://xxx]（accessed on Month Date, Year） 

 原稿末の「注」「引用文献」の小見出しのフォントは MS ゴシック・9 ポイントにし，左揃えにする。 

 

7. 研究論文およびワーキングペーパー（英語）のフォーマットは以下のとおりとする。具体例はサン

プルを参照すること。 

 用紙は B5 版縦とし，余白は上下 25.4mm,左右 19mm に設定する。 

 本文のフォントサイズは 9 ポイントで，2 段組み,21 字×35 行で作成する。 

 シングルスペースで,フォントは Times New Roman にする。 

 1 ページ目には，タイトル，執筆者名，Author’s(Authors’) Note の順に 1 段組みで記載すること。 

 タイトルは 14 ポイント,サプタイトルは 12 ポイントとし,ともに中央揃えにする。 

 執筆者名（英語）は 10 ポイントとする。 

 題目（英語），執筆者名（英語）は中央揃えにする。 
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 2 ページ目には，要旨（150-250 words 程度），キーワードを 5 語以内で記載する。1 段組みで,48 文

字×35 行に設定する。 

- “Keywords”の小見出しはイタリック体で記載する。 

 3 ページ目には,タイトル（14 ポイント）・副タイトル（12 ポイント）（Times New Roman・中央揃え）

を 1 段組み・中央揃えで記載してから 1 行あけて本文（2 段組み）を始める。 

 本文には適宜，小見出しをつける。章・節・項の表記は,1, 2, 3・・・,1.1,1.2,1.3・・・,1.1.1,1.1.2,1.1.3・・・

とする。 

 章，節，項などの小見出しは中央揃えにする。 

- 図表については，Table1・Figure1 などのように表記し，通し番号をつける。なお,図表番号は,Table・

Figure ともに上につける。 

- 図や表に関して転記する場合には，著者の責任において原著者，版権をもつ出版社などに許可を得

ること。 

- 注はページ脚注とせず，本文の該当箇所に上付きで(1) (2) …などと表記し，原稿末にまとめて列記

する。 

 原稿末の Notes は References より前に記載する。番号は上付きにせず,（１），（２）のように表記す

る。 

 原稿末の”Notes”,”References”の小見出しは左揃えにする。 

 References の書き方は原則,APA スタイルを参照する。 

 

8. お願い：東京大学学術機関リボジトリ登録について 

 提出された論文につきましては,「東京大学学術機関リポジトリ（UTokyo Repository）に原則,掲

載されることになりますのであらかじめご了承願います。研究紀要掲載論文・ワーキングペー

パー電子的公開許諾書に必要事項をご記入の上,原稿とあわせてご提出ください。掲載を希望さ

れない場合は学校教育高度化・効果検証センターまでご連絡願います。 

＊「東京大学学術機関リポジトリ（UTokyo Repository）」とは,東京大学で生産された,さまざま

な研究成果（紀要等）を電子的な形態で集中的に蓄積・保存し,学内外に公開することを目的と

したインターネット上の発信拠点のことです。URL：https://repository.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/ 

 

9. 執筆希望者は,学校教育高度化・効果検証センターに原稿（電子ファイル）と「研究紀要掲載論文・

ワーキングペーパー電子的公開許諾書」を提出する。 

 

問い合わせ先： 

〒113-0033 東京都文京区本郷 7-3-1 

東京大学大学院教育学研究科附属学校教育高度化・効果検証センター 

TEL／FAX：03-5841-1749／1818 

e-mail： c-kodoka@p.u-tokyo.ac.jp

https://repository.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/
mailto:c-kodoka@p.u-tokyo.ac.jp
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